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現現地地調調査査写写真真  

  

8/24 プロジェクト事務所の在るボアジチ大学 KOERI
（カンデリ地震観測研究所）内の旧 UDIM（国立

地震モニタリングセンター）の施設 

9/4 観測で使用後、KOERI より日本に返送する機材の

内容確認。 

  
9/7 メディア・サイエンス・カフェ（Park Redeman 

Hotel、イスタンブール）（活動 4-2） 
9/ 8 水道局の Tekirdag 事務所に設置された強震計

（活動 3-1） 

  
9/8 Tekirgag で市と共同で開催された防災セミナー 

（活動 4-3） 
9/11 合同中間レビュー調査結果の報告を含む第 3 回

JCC 
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中中間間レレビビュューー調調査査結結果果要要約約表表  

1. 案案件件のの概概要要 

国国名名：：トルコ 案案件件名名：：マルマラ地域における地震・津波防

災及び防災教育プロジェクト 分分野野：：防災 

所所轄轄部部署署：：国際協力機構（JICA）地球環境部防

災第 2 チーム 
協協力力形形態態：：地球規模課題対応国際科学技術協

力プログラム（SATREPS） 

協協力力期期間間：：2013 年 5 月～2018 年 4 月 協協力力金金額額：：約 4.5 億円（5 年間） 

日日本本側側協協力力機機関関：：海洋研究開発機構

（JAMSTEC）、東京大学、江戸川大学、名古

屋大学、東京工業大学（TITEC）、京都大学、

中央大学、東北大学、港湾空港技術研究所

（PARI）、消防庁消防大学校消防研究センタ

ー（NRIFD）等 

先先方方実実施施機機関関：：ボアジチ大学カンデリ地震観

測研究所（KOERI）、中東工科大学（METU）、

イスタンブール大学（IU）、首相府防災危

機管理庁（AFAD）、AFAD 災害研修センタ

ー（AFADEM）イスタンブール大都市圏市

役所（IMM）等 

1-1 協協力力のの背背景景とと概概要要 
トルコは、国土の東西 1,000km にわたって北アナトリア断層（NAF）が走っており、本断層

付近では 20 世紀中に 10 回の中規模から大規模の地震が発生している。同断層上にはイズミット

やエルズィンジャンなどの主要都市が形成されており、トルコ最大都市であるイスタンブールも

同断層から 20km 程度しか離れていない場所に位置している。 

近年では 1999 年のイズミット地震が同断層上で発生したが、イスタンブールに近いマルマラ

海の下の破壊域はここ数百年にわたり大きな地震を発生させておらず、リスクが非常に高い空白

域として、その活動に注目が集まっている。また、数百年にわたり地震が発生していないイスタ

ンブールには歴史的建造物や古い家屋が建っており、都市部の再開発や建築物の耐震補強が急務

であると考えられている。 

トルコは効率的な災害リスク管理を促進すべく、首相府防災危機管理庁（AFAD）の設置や大

学などの各研究機関の地震観測等を進めてきた。JICA も「地震観測能力強化プロジェクト」（2010 
- 2013 年）や「リスク評価に基づく効果的な災害リスク管理のための能力開発プロジェクト」

（2013-2017 年）を通じ、地震観測データの即時解析にかかる能力開発及び効果的なリスク評価

から情報発信を行うための行政機関の能力開発を進めてきた。 

しかし、2011 年 3 月に我が国で発生した東日本大震災でも明らかになったとおり、都市部が

震源から非常に近い場合、地震発生から津波の到着までの時間的猶予が短いため、避難に要する

時間の確保が課題となる。そのためには、海底地震計（OBS）や海底 GPS を用いたより精緻な

観測や解析方法の検討・向上が必要であるが、現段階では精緻な観測・分析体制が構築されてい

るとは言えない状況である。 

こうした中、マルマラ海近郊で発生が考えられる地震・津波に備え、よりレベルの高い技術を

用いた観測の実施及び解析能力等の向上を目的に、トルコ政府から本案件が要請された。同要請

に対し、JAMSTEC を代表とする日本側研究グループは、SATREPS として科学技術振興機構（JST）



 

ii 

に本案件のプロポーザルを提出し、採択を受けた。これに伴い、トルコ政府からの協力要請も採

択され、2012 年 11 月の詳細計画策定調査の実施、2013 年 2 月の合意議事録（R/D）署名交換を

経て、2013 年 5 月より国際共同研究である本プロジェクトが開始された。 

5 年間の協力期間の中間地点となる 2015 年 9 月には、R/D に記載のとおり、トルコ側及び日本

側の双方による合同中間レビュー調査が実施されることとなった。 

1-2 協協力力内内容容 
1) 上位目標 

地震・津波の早期警戒システムが提案され、災害管理に係る戦略が改善する。 

2) プロジェクト目標 
地震・津波の早期予測能力が改善され、防災意識の向上を促進する。 

3) 成果 
成果 1. 海底観測に基づく想定マルマラ地震の震源モデルが構築される。 
成果 2. 想定マルマラ地震の連動性評価と津波の予測がなされる。 
成果 3. 想定マルマラ地震による構造物の振動・倒壊危険性予測がなされる。 
成果 4. 防災教育を含む地震災害の情報発信と対応策が共同立案される。 

4) 投入（中間レビュー調査時点） 
（日本側） 専門家派遣： 2013 年 5 月より 2015 年 9 月まで 27 名の専門家（短期）、 

業務調整員 1 名（長期） 
資機材供与：OBS、強震計、GPS レシーバー等の観測機器 
本邦研修： KOERI、METU から計 4 名の研究者が JAMSTEC、PARI、TITEC に

て研修参加 
現地活動費： 2013 年 5 月～2015 年 8 月で 182,516 リラ 

（活動費、資機材、本邦研修等） 
（トルコ側） カウンターパート：KOERI よりプロジェクト・リーダー、副リーダー、コーディ

ネーターの任命、さらに KOERI、METU、IU、AFAD よりグループ・

リーダーを任命、カウンターパートは関係機関より約 50 名以上 
カウンターパート予算：開発省より KOERI にプロジェクト予算が割り当てられ、

2013 年 5 月から現時点までの KOERI の支出は 803,643 リラ。METU、

IU は通常予算から活動費を支出 
5) 本事業の受益者 

マルマラ地域沿岸の 8 県の住民（人口約 22 百万人） 

2. 合合同同中中間間レレビビュューー調調査査団団のの概概要要 

調調査査団団構構成成 1. Ms. Ayse Erkan 
2. Mr. Hasan Coban 
3. Dr. Bulent Ozmen 
4. 江尻 幸彦 

開発省（MOD）社会セクター調整総局 環境及び持続開発部 
MOD 
ガジ大学地震工学実施研究センター 
JICA 地球環境部参事役 
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2. 合合同同中中間間レレビビュューー調調査査団団のの概概要要 

調調査査団団構構成成 1. Ms. Ayse Erkan 
2. Mr. Hasan Coban 
3. Dr. Bulent Ozmen 
4. 江尻 幸彦 

開発省（MOD）社会セクター調整総局 環境及び持続開発部 
MOD 
ガジ大学地震工学実施研究センター 
JICA 地球環境部参事役 
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5. 土井 ゆり子 
6. 平野 潤一 
7. 奥田 浩之 
8. 藤井 敏嗣 
9. 増田 勝彦 

JICA 地球環境部防災第 2 チーム 
JICA 地球環境部防災第 2 チーム 
合同会社適材適所 
JST SATREPS 防災分野研究主幹（オブザーバー） 
JST 国際科学技術部（SATREPS グループ）（オブサーバー） 

調調査査期期間間 2015 年 8 月 23 日～2015 年 9 月 12 日 調調査査種種類類：：中間レビュー調査 

3. 進進捗捗のの確確認認 

3-1 成成果果レレベベルルのの実実績績 
1) 成果 1（海底観測に基づく想定マルマラ地震の震源モデル構築） 
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析中。さらに 2014 年 9 月に 4 台の伸縮計（海底間音響測距装置）を海底に設置し、2015 年 3
月には更に 1 台を増強して、計 5 台の伸縮計によりマルマラ海の海底地殻変動モニタリング

を継続中。分岐断層の調査については、トルコ側が過去のトレンチ調査の情報を収集した。 
2) 成果 2（想定マルマラ地震の連動性評価と津波予測） 

2014 年 10 月より NAF 周辺の地震発生サイクル計算を担当する KOERI 大学院生が京都大学

に国費留学。また NAF を対象とした断層モデルのデジタルデータを入手し、地震発生サイク

ル計算に着手。津波警戒地域の Paydarpasa Port と Yenikapi Port を対象とする津波シミュレー

ションを METU にて実施。さらに津波シナリオ・データベースの確立については、それを使

用するための地震シナリオ・パラメーターを決定。早期探知能力の改善に向けては、2014 年

6 月に震源パラメータ推定能力向上のために即時震源解析システム「SWIFT」が KOERI に導

入された。 
3) 成果 3（想定マルマラ地震による構造物の振動・倒壊危険性予測） 

対象地域の地盤構造推定とモデル作成に向けて、2014 年 9 月にマルマラ海西部において強震

計 10 台を設置して地震観測を開始し、2015 年 2 月には更に 11 台目を設置。また耐震性評価

と先端数値解析を行う具体的な構造物として、10階鉄筋コンクリート造建築物を選定し、2013
年 9 月にはトルコ側研究者が実大三次元振動破壊実験施設（E-Defence）を視察。更にイスタ

ンブール近郊の詳細地図データに基づき、試行的に都市モデルを利用したシミュレーション

ベースのハザードマップを作成した。 
4) 成果 4（防災教育を含む地震災害の情報発信） 

津波に関する防災教育用教材（視聴覚ビデオとハンドブック）を作成し、KOERI の AHEB（災

害予防教育ユニット）で当該教材を用いて生徒、先生、自治体職員に対する防災教育を 2014
年 9 月より実施。また 2014 年 11 月、2015 年 9 月にメディアを対象としたセミナーを開催。

さらに 2015 年 4 月に Yalova、2015 年 9 月に Tekirdag で地域災害リスク管理セミナーを開催

した。 

3-2 ププロロジジェェククトト目目標標にに向向けけたた達達成成度度 
プロジェクト目標は、「地震・津波の早期予測能力が改善され、防災意識の向上を促進する」

と記載されているが、「地震・津波の早期予測能力の改善」は、成果 2 に含まれてはいるがプロ
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ジェクトが目指す目標全体の一部に過ぎない。よってこのプロジェクト目標の記載は、プロジェ

クト全体の目標を的確に表現するよう修整する必要がある。プロジェクトの進捗としては、全体

として予定通りに進行している。プロジェクト実施に関し幾つか改善すべき点はあるが、プロジ

ェクトの目標達成を阻害するような特段の障害は観察されず、プロジェクトは研究活動を計画ど

おり実施していくことで、所期の成果・目標を達成することが見込まれる。ただし、プロジェク

トは各成果及び目標について適切な PDM 指標を設定して、意図する到達点を明確にする必要が

ある。また成果 4 については、活動計画を明らかにするとともに対象ユーザー・受益者を反映さ

せた PDM 指標を設定して、その活動内容に関して関係者間の共通理解を得ていくことが求めら

れる。 

4. 評評価価 5 項項目目のの概概要要 

4-1 妥妥当当性性 
プロジェクトの妥当性は高い。 

1) 災害リスク管理にかかるトルコの政策・制度は、2013 年のプロジェクト開始以後に変更はな

く、プロジェクトの妥当性は引き続き高い。「トルコ国地震戦略及び行動計画（NESAP 2023）」、
「AFAD 戦略計画 2013-2017」、「トルコ国第 10 次国家開発計画（2014-2018）」等で、災害に

強い社会づくりの推進が強調されている。 
2) 2015 年 5 月にプロジェクト実施機関である KOERI の人事異動と改組があったが、KOERI に

対するプロジェクトの妥当性・重要性に変更はない。具体的には、KOERI の地震モニタリン

グセンター（UDIM）が「地域地震・津波モニタリングセンター」に改組され、KOERI の所

長・副所長が交代したが、新所長は引き続きプロジェクトへの積極的な取り組みを表明して

いる。  
3) このプロジェクトは、日本の協力方針である「開発協力大綱（2015 年 2 月閣議決定）」、対ト

ルコ国別援助方針（2012 年 2 月）に合致している。さらに 2015 年 3 月 18 日に採択された「仙

台防災枠組（2015-2030）」のもと、日本は国際社会における防災協力の一層の推進を約束し

ている。 

4-2 有有効効性性 
プロジェクトの有効性は中程度である。  
1) プロジェクトは各成果において着実に進展しているが、上述のようにプロジェクト目標の記

載、指標の設定などを含め現行 PDM の改訂が求められる。PDM 改訂により、プロジェクト

後半の道筋が明確で判りやすくなり、プロジェクト目標達成に向けたプロジェクトの有効性

が増すことが期待できる。従ってプロジェクトの有効性としては、現時点では中程度と判断

される。  
2) 全体として、プロジェクトはまだデータ収集の段階であり、今後データを基にした解析結果

の蓄積の上に、震源モデル、地震シナリオ、ハザードマップ、防災教材等の成果が実績とし

て出てくることになる。研究者からは、活動に対する特段の障害はなく、全ての研究活動は

順調に進んでおり、プロジェクトは目標を達成するとの肯定的な見込みが示された。  
3) AFAD については、特に成果 3 及び 4 において、今後は積極的な参加が望まれる。AFAD は

成果 3 の共同リーダー、そして AFADEM（AFAD の一部局である災害研修センター）が成果

4 の共同リーダーである。AFAD からは、AFAD は成果 1～2 の研究活動にも参加すべきであ
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るとの強調があった。 
4) プロジェクトによる KOERI の能力強化は顕著である。KOERI は海底観測の経験は余りなか

ったが、プロジェクトを通して、海底観測のための新たな機材及び技術が移転された。地震

発生サイクルや破壊伝播のシミュレーションについても KOERI 人材の育成が進んでいる。

さらに、津波に焦点を当てた教材の開発は、トルコでは初めてのものである。METU 及び IU
でも同様に能力強化が進んでいる。 

5) 学校、メディア、地域を対象とする成果 4 の活動については、プロジェクトは研究者とメデ

ィアの間の面識づくり、地域内でのネットワークづくりのための活動を実施してきた。こう

した場をとおして今後プロジェクトの成果や知識が普及していくことが意図されている。 

4-3 効効率率性性 
プロジェクトの効率性は高い。 
1) プロジェクトの研究活動はこれまで特段の支障なく実施されてきており、プロジェクトの効

率性は高いと判断される。観測機器の調達・輸出入は一般に長い時間を要するが、プロジェ

クトの事務管理担当は一連の調達手続きを遅れを出すことなく管理し、機材による円滑な観

測活動開始に繋げた。 
2) プロジェクトの実施面での課題としては、コミュニケーション向上が、プロジェクト関係者

から最も頻繁に言及された。親しい研究者間のコミュニケーションは良好である一方で、メ

ンバー全体の間でのコミュニケーションは限定的であった。その原因として、メンバーリス

トに掲載された名前が多すぎること、イスタンブールとアンカラが離れており（KOERI、IU
はイスタンブール、AFAD、METU はアンカラ）頻繁な打ち合わせが難しいこと、各組織内

での連絡不足、等が挙げられた。 
3) 開発省は KOERI に対してプロジェクト予算を割り当てており、KOERI の 2013 年 5 月から

2015 年 8 月までの支出は 803,643 リラ（海底観測のための船舶借り上げ、機材購入、関税な

ど）であった。IU と METU は通常予算の中からプロジェクト活動のための費用を支出して

いる。 

4-4 イインンパパククトト 
プロジェクトのインパクトは、現時点ではまだ判断する段階にはない。 
1) インパクトについてはプロジェクトの後半及びそれ以降で発現してくることが期待される。

プロジェクトの正のインパクトとして最も重要なのは、上位目標達成に向けた進展であるが、

現在の PDM の上位目標の記載は、現行のプロジェクト目標と同様の理由で、修整する必要

がある。 
2) トルコでは、災害に関する一般向け視聴覚教材はまだ少ない。IMM、国民教育省（MONE）、

その他の機関も、プロジェクトの成果、特に一般向け視聴覚教材を活用していきたいとして

いる。IMM は具体的に、Kagithane 地区に建設を予定している防災教育センターでの利用を

検討している。 
3) プロジェクトの情報は、2012 年 11 月に開始された EU 研究プロジェクト「MarSITE」と共有

されてきた。プロジェクトの副リーダーは、MarSITE プロジェクトのコーディネーターでも

ある。3 年間の MarSITE プロジェクトは 2015 年に終了する予定である。プロジェクトは 2015
年 10 月から始まる「EPOS-IP（欧州プレート観測システム - 実施フェーズ）」など、その他
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プロジェクトにもインパクトを及ぼす可能性がある。 
4) プロジェクトは、メディアと防災機関との関係に関する災害リスクコミュニケーション国際

シンポジウムを 2016 年 2 月に名古屋大学で開催する予定で、このプロジェクトの成果がイン

ドネシア及びチリの SATREPS プロジェクトとも共有される。 

4-5 自自立立発発展展性性 
持続可能性は、総じて高いと見込まれる。 
1) トルコ国内の政策・制度的な環境は、地震防災への取り組みとプロジェクト活動・成果の継

続に適したものとなっている。地震防災をめぐる政策の大きな変化は、今のところ予見され

ない。 
2) 技術的、人材的な観点からは、持続可能性は高いと見込まれる。トルコ側・日本側の研究者

の協働関係はプロジェクトを通じて強化され、共同研究活動はプロジェクト終了後も継続す

ることが期待される。プロジェクトを通じた博士号の取得など、トルコ側人材の育成も進ん

でいる。供与された機材については、IU（強震計）及び KOERI（海底地震計）により維持管

理され、プロジェクト終了後も継続利用される見込みである。 
3) 開発省は、既に 2017 年 12 月までの投資計画の中にプロジェクトを含めている。トルコ側研

究者はプロジェクトの予算確保のために努力してきており、2018 年以降のプロジェクト終了

後も同様の努力が期待できる。 

4-6 ププロロジジェェククトトのの効効果果発発現現をを促促進進・・阻阻害害ししたた主主なな要要因因 
1) 促進要因 

プロジェクト開始前から始まるトルコ側研究者及び日本側研究者の長年の共同関係がプロジ

ェクトの促進要因となっている。 
2) 阻害要因 
特段の阻害要因は現時点では見当たらない。 

5. レレビビュューー調調査査結結果果のの要要約約 

5-1 結結論論 
プロジェクトは、NESAP2023 等の防災政策と引き続き整合しており、その妥当性は高い。プ

ロジェクトは着実に成果を出しつつあるが、プロジェクト目標・上位目標の記載、指標の設定等
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技術、人材の観点から高いと見込まれ、予算面からは引き続き研究者の努力が期待できる。 

5-2 提提言言 
1) PDM の改訂 

現行 PDM は改訂して、プロジェクト目標・上位目標をより的確に記載するとともに、PDM 指

標を設定してプロジェクトの意図する到達点を明確にすることが必要である。改訂後の PDM は

合同調整委員会（JCC）で承認される必要がある。活動計画（PO）も合わせて改訂し、それを
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PDM に反映させること。 

2) メンバーリストの更新 
プロジェクト・リーダー、グループ・リーダー、グループ副リーダーを含め、プロジェクトメ

ンバーが多く交代したことから、現行メンバーリストは更新され、JCC で確認する必要がある。

さらに、プロジェクト活動に参加していない名前をメンバーリストから除くなどして整理し、だ

れがどの活動に関わっているのか明確にすることが求められる。 

3) 活動の加速のためのコミュニケーションの向上 
メンバーリストの更新とともに、メンバー間のコミュニケーションの一層の向上を図ること。

そのため具体的には、単なる電子メールのやり取りよりも定期的に顔を合わせた会議（例えばス

カイプ会議）の開催（特に日本側とトルコ側との間）、各組織内でのコミュニケーションの改善

（前任者が移動した場合などの後任者への引き継ぎ）等が考えられる。また、各グループのプロ

ジェクト活動・計画・スケジュール（専門家の派遣、本邦研修、機材供与など）は、グループ・

リーダー間だけでなくその他のメンバー間でも共有されるべきである。 

4) 研究グループ間の研究成果の共有 
研究成果の取り扱いについては、研究グループ間の合意形成が望まれる。提供者の許可なしに

研究成果を使用しないこと、また成果を使用する際にはクレジットを明記すること等を合意し、

研究成果のグループ間の共有を促進していくことが必要である。  

5) プロジェクト活動に係る予算 
プロジェクト予算については、確保とともに適切な割当ても重要である。例えば、2016 年に

METU に導入予定の高性能コンピューターについて、関税を含む導入のための予算が METU に

準備される必要がある。また供与機材の維持管理に関し、特に KOERI が維持管理する OBS と

OBEM については、その持続的な運用のためには予算配分が必要不可欠である。KOERI はプロ

ジェクト期間終了後も機材維持のための予算確保に努力するとしている。 
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第第１１章章 合合同同中中間間レレビビュューー調調査査のの概概要要

１－１ 背景 

トルコ共和国（以下、トルコ）は、人口約 7,370 万人（2010 年、トルコ国家統計庁推定）、面

積 78 万 km2（日本の約 2 倍）を有し、一人当たりの GDP は 10,079 ドル（2010 年、国家統計庁）

である。国土大部分を占めるアナトリア半島は、北側のユーラシアプレート、南側のアフリカプ

レート及びアラビアプレートの境界部に位置し、その他にもマイクロプレートが複数存在してお

り、世界有数の地震頻発国として知られている。 

国土の東西 1,000km にわたって走る北アナトリア断層付近では、20 世紀中に 10 回の中規模か

ら大規模の地震（M7.0 - 7.8、以下マグニチュードは M）が発生している。北アナトリア断層上に

はイズミットやエルズィンジャンなどの主要都市が形成されているだけでなく、最大都市である

イスタンブールも同断層から 20km 程度しか離れていない場所に位置している。1999 年にはイズ

ミット地震が同断層上で発生し、1900 年代半ばから、震源地は同断層上を西へと移動し続けてい

る。 

イスタンブールに近いマルマラ海の下の破壊域はここ数百年にわたり大きな地震を発生させ

ておらず、将来のリスクが非常に高い空白域として、今後の地震活動に注目が集まっている。さ

らに、マルマラ海域における地震で懸念される点として、過去発生した巨大地震において海底土

砂の地滑りに伴って津波が発生したことである。1509 年、1766 年のマルマラ地震では、イスタン

ブール市内、マルマラ海南岸で津波による大きな被害が出たと言われている。1999 年コジャエリ

地震でも平均 2.5m の津波が到来した他、地盤の液状化による被害も報告されている。 

このように地震被害リスクが高いにも関わらず、最近の約 100 年の間に死者 100 人を超えた 35
回の地震のうち、9 回が M6.4 以下で（日本ではほとんど死者の出ない規模）であり、過去の震災

経験をその後の対策に反映する体制が不十分であったこと、災害リスク予測・評価が不十分であ

り、国民の災害リスクに対する意識が改善されていないことが課題として認識されている。また、

建築物の耐震化についても取り組みを進め、1997 年、2007 年に改正された耐震基準では、日本の

新耐震設計法と同等もしくはそれ以上の耐震性能を設定したものの、2011 年のヴァン地震では、

耐震基準に満たない構造物や構造部材の強度不足等を原因とする構造物崩壊による被害が多く出

ている。数百年にわたり地震が発生していないイスタンブールとその周辺県には歴史的建造物や

耐震基準を満たさない古い家屋が建っており、都市部の再開発や建築物の耐震補強が急務となっ

ている。さらには、津波や液状化現象については地震よりもリスクの研究がなされておらず、こ

れらを想定した防災・減災対策は進んでいないのが現状である。マルマラ地域が抱えるこれらの

災害リスクに対し、災害予測体制の確立に資する研究と研究結果に基づくリスク評価と対策の実

施が求められている。 

トルコでは効率的な災害リスク管理を促進すべく、首相府防災危機管理庁（AFAD）の設置や

大学などの各研究機関の地震観測等を進めてきているところであり、独立行政法人国際協力機構

（JICA）でも、「地震観測能力強化プロジェクト」（2010 - 2013 年）や「リスク評価に基づく効果
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的な災害リスク管理のための能力開発プロジェクト」（2013-2017 年）を通じて、地震観測データ

の即時解析にかかる能力開発及び効果的なリスク評価から情報発信を行うための行政機関の能力

開発を進めている。 

しかしながら、2011 年 3 月に我が国で発生した東日本大震災でも明らかになったとおり、都市

部が震源から非常に近い場合、地震発生から津波の到着までの時間的猶予が短いため、避難に要

する時間の確保が課題となる。そのためには、海底地震計（OBS）や海底 GPS を用いたより精緻

な観測や解析方法の検討・向上が必要になる。イスタンブールは地理的にも非常にリスクが高い

地域として考えることができるものの、現段階においては、精緻な観測・分析体制が構築されて

いるとは言えない状況である。 

効果的な災害リスク管理のためには、観測データに基づく災害予測とリスク評価、及び評価結

果に対する国民の正しい認識を促進するためのツール開発が不可欠である。 

このような状況の中、マルマラ海近郊で発生が考えられる地震・津波に備え、よりレベルの高

い技術を用いた観測の実施及び解析能力等の向上を目的に、トルコ政府から本案件が要請された。

同要請に対し、国立研究開発法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）を代表とする日本側研究グルー

プは、地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）として、国立研究開発法人科

学技術振興機構（JST）に本案件のプロポーザルを提出し、採択を受けた。これに伴い、トルコ

政府からの協力要請も採択され、2012 年 11 月の詳細計画策定調査の実施、2013 年 2 月の合意議

事録（R/D）署名交換を経て、2013 年 5 月より国際共同研究である本プロジェクトが開始された。 

5 年間の協力期間の中間地点となる 2015 年 9 月には、R/D に記載のとおり、トルコ側及び日本

側の双方による合同中間レビュー調査が実施されることとなった。 

１－２ 合同中間レビュー調査の目的 

合同中間レビュー調査の目的は次の通りである。 

プロジェクトの投入、活動・成果の進捗、及び実施プロセスを確認し、プロジェクト目

標の達成見込みを検証する。

「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」に基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効

率性、インパクト、持続可能性）の観点から、プロジェクトが順調に成果達成に向けて

実施されているかを評価する。 
プロジェクトの残り期間における成果達成及びプロジェクト終了後の成果の活用・持続

性にかかる提言を取りまとめる。

上述の評価結果と提言を取りまとめ、先方実施機関と協議のうえ合意形成を図り、会議

議事録（M/M）署名により確認する。 

１－３ プロジェクトの概要 

2013 年 2 月 8 日に署名されたプロジェクト R/D によると、プロジェクト概要は以下の通りであ

る。このプロジェクト概要は、R/D に先立ち 2012 年 11 月に署名された M/M の中で、既にマスタ

ープラン及び PDM（プロジェクト・デザイン・マトリクス）として示されているものである。こ
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のプロジェクト概要は、しかし今回の中間レビューの機会に、PDM の更新として改訂される予定

となっている。（添付 1） 

上位目標

地震・津波の早期警戒システムが提案され、防災管理に係る戦略が改善する。 

プロジェクト目標

地震・津波の早期予測能力が改善され、防災意識の向上を促進する。 

成果

1) 海底観測に基づく想定マルマラ地震の震源モデルが構築される。 

2) 想定マルマラ地震の連動性評価と津波の予測がなされる。 

3) 想定マルマラ地震による構造物の振動・倒壊危険性予測がなされる。 

4) 防災教育を含む地震災害の情報発信と対応策が共同立案される。 

実施機関

代表機関：ボアジチ大学カンデリ地震観測研究所（KOERI） 

プロジェクト・サイト及び受益者

プロジェクト・サイト：イスタンブール及びマルマラ地域 

受益者：トルコ側研究者及びマルマラ地域沿岸の 8 県の住民 

プロジェクト実施期間

専門家・研究者の最初のトルコ到着より 5 年間（2013 年 5 月 1 日～2018 年 4 月 30 日） 

１－４ 合同中間レビュー調査団の構成 

合同中間レビュー調査は次の団員により実施された。 

トルコ側

氏名 担当 所属 

Ms. Ayse ERKAN 評価 開発省（MOD）社会セクター調整総局 環境及び持続開発部 

Mr. Hasan COBAN 評価 開発省（MOD）専門家 

Dr. Bulent OZMEN 評価 ガジ大学 地震工学実施研究センター 

日本側

氏名 担当 所属 

江尻 幸彦 総括 JICA 地球環境部参事役 

土井 ゆり子 調査企画 1 JICA 地球環境部防災第 2 チーム 

平野 潤一 調査企画 2 JICA 地球環境部防災第 2 チーム 

奥田 浩之 評価分析 合同会社適材適所 

藤井 敏嗣 オブザーバー JST SATREPS 防災分野研究主幹 

増田 勝彦 オブザーバー JST 国際科学技術部（SATREPS グループ） 
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１－５ 調査日程 

合同中間レビュー調査の日程は添付の通り。（添付 3） 

１－６ 合同中間レビュー調査の手法  

合同中間レビュー調査は、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」に沿って、必要なデータ・

情報を収集、整理、分析し、当初計画と活動実績、計画達成状況、評価 5 項目等の観点から、プ

ロジェクトの実施状況を総合的に評価する。レビュー実施の際の基礎ツールとなるのは、本プロ

ジェクト R/D 中のマスタープランに沿ってプロジェクト目標、成果、指標などが要約された PDM
（2013 年 2 月に署名された R/D に資料として添付されたもの）である。 

調査団は、まずプロジェクトに関する既存の文献、報告書等をレビューし、次に PDM に基づ

き、プロジェクトの実績（投入、活動、アウトプット、プロジェクト目標達成度など）及び評価

5 項目ごとの調査項目に関するデータ・情報を収集・整理するための 2 つのグリッド（成果グリ

ッド及び評価グリッド）を作成した。成果グリッドについては専門家に内容確認を依頼するとと

もに、評価グリッドに基づいて質問票を作成し、現地調査前にプロジェクト関係者（実施研究機

関）に配布、記入を依頼した。現地調査期間中は、成果グリッド及び質問票をもとに、プロジェ

クト実施に関わる専門家、カウンターパートに対するインタビュー、関係機関に対するヒアリン

グを行った。（添付 4） 

事前に配布した質問票の回収、報告書からの情報や知見、プロジェクト関係者へのインタビュ

ー、パイロットサイトの訪問などにより得られた結果をもとに、プロジェクト専門家・カウンタ

ーパートとも協議しながら、プロジェクトの進捗を確認し、評価 5 項目の観点からレビューを行

い、提言を抽出して合同中間レビュー調査報告書に取りまとめた。 

JICA のプロジェクト評価では、評価における価値判断の基準として「評価 5 項目」が採用され

ている。評価 5 項目は、1991 年に経済協力開発機構開発援助委員会（OECD-DAC）で提唱された

開発援助の評価基準であり、次の 5 項目からなる。 

項目 評価の主な視点 
妥当性 相手国やターゲットグループの政策・方針、優先度やニーズと、プロジェクトの目標・上位

目標との整合性の度合い。 
有効性 プロジェクト目標の達成度合いを測り、活動・成果・目標の関係など、プロジェクトが有効

に組み立てられていたかどうかを検証。 
効率性 プロジェクトが期待する成果（アウトプット）を達成するために効果的に資源（インプット）

を使っているかどうかをみる。 
インパクト 上位目標への進捗度合のほか、プロジェクトによって意図的または意図せずに生じる正・負

の変化を評価する。環境・貧困削減・ジェンダー等の開発指標にもたらす影響を含む。 
持続可能性 プロジェクトによる支援が終了しても成果・便益が継続するかどうかについて、制度、技術、

人材、財政の各視点からの見込み。 
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第第２２章章 ププロロジジェェククトトのの進進捗捗

２－１ 投入実績 

（日本側） 

２－１－１ 専門家の派遣

プロジェクトは、2013 年 5 月 2～3 日にトルコ現地で開催するキックオフ会議のため、12 名

の研究者・専門家のトルコ到着により開始された。それ以降 2015 年 9 月までの間で、計 27 名

の研究者・専門家が短期派遣されている（のべ 722 日間）。また、イスタンブールの KOERI に
常駐する業務調整専門家が 2013 年 7 月に着任した。（添付 5） 

２－１－２ 資機材供与

日本側から提供された資機材は、次の通り。（添付 6） 

関連の活動 ○供与 □JAMSTEC 貸与 使用場所 
1-1 （海底地震長期観測） ○海底地震計（OBS）- 10 台  

□OBS - 5 台  
KOERI 
KOERI 

1-2 （海底下電磁気観測） ○電磁気電位差観測用レコーダー - 1 台  
□海底電磁電位差計（OBEM）- 3 台 
□海底電位差計（OBE）- 2 台  

イスタンブール大学（KOERI 経由） 
KOERI 
KOERI 

1-3 （海底間音響測距観測） ○海底間音響測距装置 – 5 セット 
○GPS レシーバー – 2 台 

KOERI 
KOERI 

3-1 （地盤構造のモデリング

と解析及び強振動観測） 
○強震計- 11 台  
□地震計（微動観測）- 11 台 

イスタンブール大学（KOERI 経由） 
イスタンブール大学（KOERI 経由） 

 

２－１－３ 本邦研修

これまで KOERI より 2 名及び中東工科大学（METU）より 2 名の計 4 名のトルコ側研究者が、

JAMSTEC、港湾空港技術研究所（PARI）、東京工業大学（TITEC）での研修に参加した。また

チャナッカレ・オンセキズ・マルト大学（COMU）より 1 名、KOERI より 1 名が、それぞれ

TITEC、京都大学の博士課程に国費留学している。さらに 12 名のトルコ側研究者がプロジェク

ト現地業務費を利用して日本を訪問し、国内関係機関で研修等を受けた。（添付 7） 

２－１－４ 現地活動費

トルコでの現地活動のための費用を現地業務費（JICA 予算）から支出しており、主な内訳は

航空賃、航空賃以外の旅費、会議費、及び一般業務費である。その 2013 年 7 月から 2015 年 8
月までの合計は 182,516 リラとなっている。（添付 9） 
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（トルコ側） 

２－１－５ カウンターパートの配置

署名された R/D では、プロジェクト・スーパーバイザーは責任機関であるボガジチ大学から

任命され、プロジェクト・マネジャーは実機機関である KOERI 所長が任命される。さらに、

研究グループごとに日本側とトルコ側の双方からグループ・リーダーが任命される。これらを

含むプロジェクトのメンバーは、合同調整委員会（JCC）の場で確認・合意されてきた。前回

（2014 年 8 月 30 日の第 2 回）JCC 開催後、トルコ側の各参加機関内で多くの人事異動があっ

た。中間レビュー実施時（2015 年 9 月 2 日時点）での最新の主要メンバーは次の通りである。

（添付 8） 

プロジェクトでの役割 トルコ側 日本側 
1 プロジェクト・スーパーバイザー Dr. Gulay Barbarosoglu - 
2 プロジェクト・リーダー Dr. Haluk Ozener (KOERI) 金田 義行（JAMSTEC） 
3 プロジェクト副リーダー Dr. Nurcan Meral OZEL (KOERI) 高橋 成実（JAMSTEC） 
4 プロジェクト・コーディネーター Dr. Dogan KALAFAT (KOERI) チタク セキン（JAMSTEC） 
5 グループ 1 リーダー Dr. Ali PINAR (KOERI) 

Dr. Oguz OZEL (IU) 
金田 義行（JAMSTEC） 

6 グループ 2 リーダー Dr. Ahmet Cevdet YALCINER (METU) 堀 高峰（JAMSTEC） 
7 グループ 3 リーダー Mr. Ulubey CEKEN (AFAD) 

Dr. Erdal SAFAK (KOERI) 
堀 宗朗（東京大学） 

8 グループ 4 リーダー Dr. Gulum TANIRCAN (KOERI) 
Mr. Ahmet DEMIRTAS (AFAD-AFADEM) 

隈本 邦彦（江戸川大学） 
阪本 真由美（名古屋大学） 

 

２－１－６ プロジェクトのための設備・施設

JICA の業務調整専門家は KOERI で執務にあたっており、KOERI はその執務スペース及び家

具、水光熱費、インターネットなどの職場環境を提供・負担している。また KOERI は、コン

ピューター、プリンター、外付けハードディス等プロジェクト活動のための設備を購入してい

る。（添付 6） 

２－１－７ カウンターパート予算

実施機関である KOERI には開発省よりプロジェクト予算が割り当てられ、そこからプロジ

ェクト活動費が支出されている。その 2013 年 5 月から 2015 年 8 月までの合計は 803,643 リラ

であり、主な内訳としては、海底観測のための船舶レンタル、機材購入、研究活動関連費、旅

費、機材の輸入のための経費となっている。一方、イスタンブール大学（IU）と METU は開発

省からのプロジェクト予算の割り当てがないため、通常予算により旅費やパソコン・サーバー

のアップグレード等プロジェクト活動にかかる経費をカバーしている。（添付 9） 

２－２ 各成果の達成状況 

各活動レベルの詳細な進捗については、別途、成果グリッドに整理した。（添付 10）。その要

約は次のとおり。 
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２－２－１ 成果 （海底観測に基づく想定マルマラ地震の震源モデル構築）

活動 主な進捗 
（1-1）海底地震長

期観測 
・ 2014 年 9 月により 10 台の OBS をマルマラ海の NAF の 2 つの主要セグメントに設置

して海底地震モニタリングを開始。2015 年 3 月には、マルマラ海の NAF 全体をカバ

ーするよう更に 5 台の OBS を増強した。 
・ 2015 年 7 月に、15 台すべての OBS を引き上げてデータ（10 カ月間分）を回収、メン

テナンス（バッテリー点検）し、再び同じ場所に設置した。NAF の海底地震長期観測

は、現在 15 台の OBS により継続中。 
・ OBS を用いた解析環境整備については、異方性構造を広域的に推定するための S 波ス

プリッティング解析を行うことのできるソフトウェア「LTsplit」を日本側研究者が開

発し、トルコ側に譲渡。 
（1-2）海底下電磁気

観測 
・ 2015 年 3 月に 3 台の海底電磁電位差計（OBEM）をマルマラ海に設置し、2015 年 6 月

に回収した。1 日のメンテナンス後、3 台の OBEM を今度は別の場所に設置し、それ

を 2015 年 7 月に回収した。3 台の OBEM はデータ解析のために日本に輸送され、OBEM
を用いた電磁電位差観測は終了した。 

・ 2015 年 3 月に 2 台の海底電位差計（OBE）がマルマラ海南部に設置されたが、予定の

2015 月 6 月には回収できなかった（現時点も紛失中）。 
（1-3）海底 GPS 観

測 
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２－２－２ 成果 （想定マルマラ地震の連動性評価と津波予測）

活動 主な進捗 
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２－２－３ 成果 （想定マルマラ地震による構造物の振動・倒壊危険性予測）

活動 主な進捗 
（3-1）詳細な地盤

構造の推定と

モデル作成 

・ 2013 年 10 月より COMU からの国費留学生（地球規模枠）が東京工業大学博士課程に

入学し、地盤構造モデリングのための観測技術・解析技術を習得中。 
・ 2014 年 9 月にマルマラ海西部（Tekirdag 及び Zeytinburnu 地域）において微動観測を

実施し、表層地盤の S 波速度構造を推定。 
・ 2014 年 9 月に同地域において強震計 10 台を設置し、地震観測を開始。2015 年 2 月に

は、11 番目の強震計がマルマラ島にある郡行政官オフィスに設置された。 
（3-2）地盤振動の

論理的予測 
・ 耐震性評価及び先端数値解析を行う具体的な構造物として、10 階鉄筋コンクリート造

建築物を選定。 
・ トルコ側研究者が 2013 年 9 月に実大三次元振動破壊実験施設（E-Defence）を視察。 
・ 日本側とトルコ側の耐震基準を考慮して、数値解析検証に参照できる 10 階鉄筋コン

クリート造建築物の実建物設計を準備。その設計を基に先端数値解析モデルの構築に

着手。 
（3-3）ハザードマ

ップの高度化 
・ トルコ側によりイスタンブール近郊の詳細地理データを入手。試行的に都市モデルを

利用したシミュレーションベースのハザードマップを作成。 
・ 2014 年に METU 研究者が、統合的地震シミュレーションの理解とハザードマップ作

成のための Matlab ベースのプログラムの利用を東京大学にて学んだ。 
 

２－２－４ 成果 （防災教育を含む地震災害の情報発信）

活動 主な進捗 
（4-1）防災教育プ

ログラムの改

善 

・ トルコで初の津波に関する防災教育用教材（視聴覚ビデオとハンドブック）を 2014
年に作成。 

・ 2014 年 9 月より、作成した教材を用いての生徒、先生、自治体職員に対する防災教育

を KOERI の AHEB（災害予防教育ユニット）にて実施（毎週の生徒による AHEB 訪

問の機会を利用して、AHEB は 2014 年度に合計 118 校からの 4,792 名の生徒、228 名

の先生に対して実施）。防災教育の前後を比較することによる生徒の防災意識の向上に

関する調査も AHEB により併せて実施され、データが蓄積されている。 
（4-2）情報発信に

おけるメディ

アの有効活用

体制の検討 

・ KOERI でメディアを対象としたセミナーを開催し、作成した津波に関するビデオ教

材、津波ハンドブックをメディア（NTV、Milliyet）に対して紹介（2014 年 11 月 25
日） 

・ プロジェクトの広報のためにホームページを作成。 http://www.mardimproject.org/ 
・ イスタンブールにてメディア・サイエンス・カフェを開催（2015 年 9 月 7 日） 

（4-3）地域防災コ

ミュニティの

防災対策改善 

・ 災害リスク削減セミナーを YalovaAFAD と共同で Yalova 県で開催（2015 年 4 月 28 日） 
・ 災害管理セミナーを Tekirdag 市と共同で開催（2015 年 9 月 8 日） 

 

２－３ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標は、「地震・津波の早期予測能力が改善され、防災意識の向上を促進する」

と記載されている。プロジェクトは、マルマラ海で近年に発生が想定される大規模地震・津波を

対象にした総合研究により新たに得られる知識を基に、トルコの減災政策・戦略と防災教育を促

進することを目指している。プロジェクトの全ての成果は、「防災意識の向上の促進」に貢献する

ものである。一方、プロジェクト目標の記述前半部分の「地震・津波の早期予測能力の改善」に

ついては、成果 2 の一部に含まれるものの、プロジェクトが実際に目指している目標全体の一部

に過ぎない。よってプロジェクト目標のこの部分の記載については、プロジェクトが実施する総

合研究の意図がより的確に表現されるよう、修整する必要がある。 
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プロジェクト目標の達成に向けた進捗としては、上述の「各成果の達成状況」に纏めたとおり

である。全体として、プロジェクトは初期段階である研究準備を成功裏に管理し、これまでは予

定通り進行している。具体的な進捗としては、観測機器の開発・調達及びその設置によるデータ

収集の開始（活動 1-1、1-2、1-3、3-1）、トルコ側研究者への研究開始に向けた本邦研修の実施（活

動 1-1、2-2、3-3）、長期的な人材育成のための博士課程への国費留学（活動 2-1、3-1）、先進的な

シミュレーションモデルの開発着手（活動 2-1、2-2、3-2、3-3）、津波に関する教材の作成（活動

4-1）、そしてメディア・地域に対する防災セミナーの開催（活動 4-2、4-3）等である。 

プロジェクト実施に関して幾つか改善すべき点（これについては後ほど記述）はあるが、プロ

ジェクトの目標達成を阻害するような特段の障害は中間レビュー時点では観察されなかった。プ

ロジェクトは研究活動を計画どおり実施していくことで、プロジェクトの後半には所期の成果・

目標を達成することが見込まれる。ただし、プロジェクトは各成果及び目標について適切な PDM
指標を設定して、意図する最終的な到達点を明確にするとともに、それを関係者間で共有する必

要がある。特に成果 4（研究成果を踏まえた防災教育）については、現在の PDM の成果・活動の

記述は幅広い解釈が可能となっており、何を目指すかについて関係者間で理解が共有されている

とは言えない。従って活動計画を明らかにするとともに、対象ユーザー・受益者を反映させた PDM
指標を設定して、その活動内容とスコープに関し関係者間の共通理解を得ていくことが求められ

る。 

２－４ 実施プロセス 

R/D によると、プロジェクト・スーパーバイザーはボアジチ大学より任命され、プロジェクト・

リーダー、プロジェクト副リーダー、コーディネーターは全て KOERI より任命される。トルコ

側からは、実施機関である KOERI のもと、METU、IU、AFAD、AFAD 災害研修センター（AFADEM）、

イスタンブール大都市圏市役所（IMM）、COMU、EOU など多数の機関がプロジェクトに参加し

ている。日本側からは、JAMSTEC を主要研究機関として、東京大学、江戸川大学、名古屋大学、

TITEC、京都大学、中央大学、東北大学、PARI、消防庁消防大学校消防研究センター（NRIFE）
などが参加している。このように機関が多数関与していることから、成果ごとにグループ・リー

ダー、各活動レベルでサブリーダーがトルコ側・日本側双方から任命され、多機関からなるグル

ープを取りまとめるとともにグループを代表してグループ内及びグループ間のコミュニケーショ

ンを取り持つことが期待されている。 
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第第３３章章 評評価価 項項目目にによよるるレレビビュューー

３－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。 

 トルコにおける災害リスク管理のための政策・制度環境は、2013 年のプロジェクト開始当

初からの変更はなく、プロジェクトの妥当性は引き続き高い。2012 年に AFAD より公表さ

れた「トルコ国地震戦略及び行動計画（NESAP2023）」は、地震に対する研究の推進、地

震リスクの軽減、災害に備える社会づくり等を目標とするとともに、地震に関する研究・

プログラムの重点事項を定めている。また「AFAD 戦略計画 2013-2017」は、主要災害とし

て地震を重視し、統合災害管理システムの確立、災害準備のための教育キャンペーンの実

施等に取り組むこととしている。さらに「トルコ国第 10 次国家開発計画（2014-2018）」で

も、意識啓発を通した災害に強い社会形成に重要性が置かれ、年次プログラムにおいては

災害啓発が重点活動に指定されている。開発省からは AFAD が実施する「Disaster Ready 
Turkey」プロジェクトに予算が下りている。 

 プロジェクト実施機関である KOERI に人事異動と組織改編があったが、KOERI に対する

プロジェクトの妥当性及び重要性に影響はなかった。具体的には、KOERI の国家地震モニ

タリングセンター（UDIM）は、津波モニタリングの機能を加えて 2015 年 5 月に「地域地

震・津波モニタリングセンター」に改組された。これによりプロジェクトの活動は、より

一層 KOERI の組織体制に沿うものとなった。KOERI の所長及び副所長が 2015 年 5 月に交

代したが、新所長はプロジェクトの重要性を確認し、引き続きプロジェクト活動への積極

的な取り組みを表明している。 

 プロジェクトは日本のトルコに対する援助方針とも整合している。2015 年 2 月に閣議決定

された「開発協力大綱」では、自然災害及び防災対策は、重点課題の 1 つである「地球規

模課題への取組みを通じた持続可能で強靭な国際社会の構築」に位置づけられている。個

別の国に対する支援方針は国別援助方針により定めることとなっており、対トルコ国別援

助方針（2012 年 2 月）では、トルコの持続的な経済発展に向けて、災害リスク低減、災害

準備及び災害対応の分野で協力していくことが記されている。さらに、日本は、2015 年 3
月 18 日に採択された「仙台防災枠組（2015-2030）」のもと、国際社会における防災協力の

一層の推進を約束している。 

３－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は中程度である。 

 プロジェクトは各成果において着実に進展しており、今後も研究活動を計画どおり実施し

ていくことで、所期の成果目標を達成することが見込まれる。しかしプロジェクト目標に

関しては、記述の前半部分である「地震・津波の早期予測能力の改善」は、成果 2 には含

まれているが、プロジェクトが実施している総合研究の全体を表しているわけではない。
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月 18 日に採択された「仙台防災枠組（2015-2030）」のもと、国際社会における防災協力の
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３－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は中程度である。 

 プロジェクトは各成果において着実に進展しており、今後も研究活動を計画どおり実施し

ていくことで、所期の成果目標を達成することが見込まれる。しかしプロジェクト目標に

関しては、記述の前半部分である「地震・津波の早期予測能力の改善」は、成果 2 には含

まれているが、プロジェクトが実施している総合研究の全体を表しているわけではない。
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また、終了時評価時にプロジェクトの実績を検証するために使われる PDM 指標が、関係

者間の検討・合意を経て改めて設定される必要がある。こうした理由から現行 PDM につ

いては改訂される予定である。今回（中間レビューの機会に）PDM が改訂されれば、今後

のプロジェクト後半の道筋がより明確になり、プロジェクトは更に有効性を増すことが期

待できる。PDM の更新は次の JCC で承認される必要がある。今後のこうした PDM の更新

を考慮して、プロジェクトの有効性は現時点としては中程度と判断される。 

 研究成果などプロジェクトの実績確認という点では、この中間レビューは少し実施時期が

早いとの声が研究者から聞かれた。例えば成果 1 については、現在はまだデータ収集の段

階でこれまで得られたデータを基にした暫定解析の結果しか得られていない。しかし、こ

れら OBS 観測（活動 1-1）の暫定解析の結果からは NAF の地震パターンに関する新しい情

報が示唆されている。同様に、伸縮計の観測データ（活動 1-3）から、同断層の特徴的な

動きが判ってきた。これらの暫定解析の結果については、現在も継続中の観測により強化

される必要がある。プロジェクトの実績となる震源モデル、地震シナリオ、ハザードマッ

プ、防災教材等の成果品は、これら観測データを基にした解析結果の蓄積の上に今後作成

されるものである。特に成果 4 での研究成果を取り入れた防災教育コンテンツ作成につい

ては、成果 1～3 の活動が進展し結果が適宜提供されることに拠っており、成果品作成のた

めにも研究結果共有の重要性が強調された。 

 中間レビュー時にインタビューを実施した研究者からは、現時点では活動に対する特段の

障害はなく、全ての研究活動は順調に進んでおり、プロジェクトは目標を達成するとの肯

定的な見込みが示された。 

 AFAD については、特に成果 3 及び 4 において、今後はプロジェクト活動への積極的な参

加が望まれる。AFAD がプロジェクトで果たすべき役割については、プロジェクト関係者

間で見解が異なっている状況が見られた。AFAD は成果 3 の共同リーダー、そして AFADEM
が成果 4 の共同リーダーとなっている。一方 AFAD からは、AFAD は成果 4 の防災教育だ

けでなく成果 1～3 の研究活動にも参加すべきであるとの強調があった。プロジェクトの後

半に向け、AFAD とプロジェクトとの間のコミュニケーション改善が必要である。 

 プロジェクトによる KOERI の能力強化は顕著であり、それへの謝意が中間レビュー時にイ

ンタビューした研究者から示された。KOERI は、広帯域地震計及び強震計を含む地震観測

ネットワーク、GPS 連続及びキャンペーン観測からなる測地ネットワーク、早期警戒シス

テム等の様々な地震研究に携わってきたが、海底地震観測の経験は余りなかった。プロジ

ェクトをとおして、海底観測のための新たな機材が導入され、新たな技術が移転された。

地震発生サイクルや破壊伝播のシミュレーションは、トルコには専門とする研究者がいな

いことから、人材育成の長期的な視点から、KOERI 大学院生が京都大学博士課程に国費留

学中である。さらに、津波に焦点を当てた防災教材の開発は、マルマラ地域では既に多く

の防災教育が実施されているものの、トルコでは初めてのものである。KOERI の災害予防

教育ユニット（AHEB）は、作成した教材（視聴覚ビデオ及びブックレット）を取り入れ

た防災教育を 2014 年度より実施している。 
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 プロジェクトを通しての技術移転と能力強化は、IU 及び METU でも同様に進んでいる。

津波遡上シミュレーションで重要となる 3 次元計算、総合地震シミュレーションは日本が

先進であることから、METU 及び KOERI の若手研究者を招聘して本邦研修が実施された。

他方、マルマラ海の津波データベース・津波即時予測は、トルコ側が EU 関係の津波即時

予測システムで先導的役割を果たすなど実力があり、従ってトルコ側主体で共同研究が進

められている。 

 成果 4 については、プロジェクトで得られた科学的知見が一般市民、政策決定者に判りや

すく伝えられることが重要である。学校、メディア、地域を対象とする成果 4 の活動は、

「AFAD 戦略計画 2013-20171」とも整合している。プロジェクトは、防災に向けて研究者

とメディアとの間にお互い顔の判る関係づくり、地域内でのネットワークづくりのための

活動を実施してきた。2014 年 11 月及び 2015 年 9 月のメディアを対象としたセミナー、2015
年 4 月に Yalova 及び 2015 年 9 月に Tekirdag で地域災害リスク管理セミナーを開催し、こ

うしたきっかけ作りを進めていくことで、今後プロジェクトの成果や新しい知見・情報が

その場から拡散されていくことが意図されている。  

３－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は高い。 

 プロジェクトの研究活動はこれまで特段の支障なく実施されてきており、プロジェクトの

効率性は高いと判断される。プロジェクト活動の進展は「２－２ 各成果の達成状況」で確

認したとおり顕著である。観測機器の調達・輸出入・配送の過程は一般に長い時間を要す

るが、プロジェクトの事務管理担当が KOERI への機材到着までの過程を遅滞なく進め、機

材による予定通りの観測活動開始に繋げた。 

 プロジェクトの実施面での課題として、インタビュー中にプロジェクト関係者から最も頻

繁に言及があったのが、コミュニケーション向上の必要性である。親しいメンバー研究者

間のコミュニケーションは良好である一方で、メンバー研究者全体の間でのコミュニケー

ションは限定的であった。その原因として、トルコ側メンバーリストに掲載された名前が

多すぎて全員が等しく連絡を受け情報共有されるのが困難なこと、イスタンブールとアン

カラが離れており（KOERI・IU はイスタンブール、AFAD・AFADEM・METU はアンカラ）

適宜の打ち合わせが難しいこと、各機関内でのコミュニケーションが不足している（組織

内で異動があった際に後任者に引継ぎが行われていない等）ことが挙げられた。JCC は全

ての関係機関が集まり、報告、討議、意思決定を行う最も重要な機会である。コミュニケ

ーションの改善に向けて、例えば、JCC をアンカラで開催すること、各機関内でのコミュ

ニケーション円滑化、スカイプ会議の利用などの提案があった。 

 開発省は KOERI に対してプロジェクト予算を割り当てており、KOERI の 2013 年 5 月から

2015 年 8 月までの支出は、803,643 リラ（海底観測のための船舶借り上げ、機材購入、関

 
1 戦略計画 2013-2017 に基づき、AFAD はターゲットグループ（家族、学校、職場、若者、メディア）を対象に防災研修プロ

グラムを進めており、AFADEM 研修能力強化も進めている。戦略計画は、JICA を含む援助機関との国際協力や合同プロジ

ェクト・活動をも進めている。 
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1 戦略計画 2013-2017 に基づき、AFAD はターゲットグループ（家族、学校、職場、若者、メディア）を対象に防災研修プロ

グラムを進めており、AFADEM 研修能力強化も進めている。戦略計画は、JICA を含む援助機関との国際協力や合同プロジ

ェクト・活動をも進めている。 

 

－13－ 

税など）であった。一方 IU と METU は、通常予算の中からこれまで 44,000 リラ、14,500
リラをプロジェクト活動のために支出しており、政府からプロジェクト実施のための予算

支援を受けたいとしている。KOERI は割り当てられたプロジェクト予算の有効化に努力し

ており、例えば多額の費用がかかる船舶借り上げについては、トルコ科学技術研究評議会

（TUBITAK）から船舶を借りることでレンタル費用を削減した。また KOERI は、日本か

ら機材を搬送する際は、経済的（例えば関税支払い）に最も効率の良い方法をとるように

日本側に提案している。 

 現時点では、プロジェクトを巡る環境の中で、特段の阻害要因は見当たらない。  

３－４ インパクト 

プロジェクトのインパクトについては、現時点はまだ判断する段階ではない。 

 インパクトについてはプロジェクトの後半及びそれ以降で発現してくることが期待される。

プロジェクトの正のインパクトとして最も重要なのは、上位目標（プロジェクトの終了 3
年～5 年後にトルコ側で実現すべき目標）達成に向けた進展である。現在の PDM の上位目

標は、「地震・津波の早期警戒システムが提案され、防災管理に係る戦略が改善する」と記

述されている。しかしこの上位目標の前半の記述は、現行のプロジェクト目標の記述と同

様の理由で修整される予定である。マルマラ海で想定される地震の多面的研究を通じてト

ルコの防災促進に貢献しようとするプロジェクトの位置づけを、上位目標として的確に記

述することが必要である。 

 トルコでは、災害に関する一般向けの視聴覚教材はまだ少ない。プロジェクトでこうした

教材のプロトタイプが作成される。イスタンブール大都市圏市役所（IMM）及び教育省

（MONE）、その他の関係機関も、プロジェクト成果品特に視聴覚教材を活用していきたい

としている。例えば IMM は、現在、応急手当研修室、講堂、火災シミュレーション、地

震シミュレーション、プラネタリウム等を備えた複合施設となるイスタンブール防災教育

センター建設プロジェクトを推進中である。センター施設の詳細設計は既に完成しており、

建設場所も Kagithane 地区に決定している。IMM は建設工事の開始を待っており、2 年以

内のセンター完成を期待している。センターはイスタンブール市民の防災意識啓発に役立

ち、IMM はそこでプロジェクトの作成する視聴覚教材を使いたい意向である。 

 プロジェクトの情報は、2011 年 11 月に開始された EU 研究プロジェクト「MarSITE」と共

有されてきた。プロジェクトの副リーダーは、MarSITE プロジェクトのコーディネーター

でもある。3 年間の MarSITE プロジェクトは 2015 年に終了する予定である。プロジェクト

副リーダーは、両プロジェクトともマルマラ地域の防災に重要な貢献をしていると認識し

ている。 

 当初予定のプロジェクト活動に加えて、プロジェクトはメディアと防災研究機関との関係

に焦点を当てた災害リスクコミュニケーション国際シンポジウムを 2016年 2月に名古屋大

学で開催する予定である。このプロジェクトの成果がインドネシア及びチリの SATREPS
プロジェクトとも共有される。 
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 プロジェクトは、イタリアとスイスが出資する 2015 年 10 月開始予定の新 EU 研究プロジ

ェクト「EPOS-IP（欧州プレート観測システム-実施フェーズ）」、開発省からの予算により

KOERI が実施する津波モニタリングなど、KOERI が関与する他プロジェクトにもインパ

クトを及ぼす可能性がある。 

３－５ 持続可能性 

プロジェクトの持続可能性は、総じて高いと見込まれる。 

 トルコ国内の政策・制度的な環境は、地震防災への取り組みとプロジェクト活動・成果の

継続に適したものとなっている。プロジェクトの活動は、KOERI、METU、IU など研究機

関のニーズと合致しており、NESAP や AFAD 戦略計画 2013-2017 の実現にも貢献している。

現在 AFAD は、新たな災害管理戦略文書・計画を作成中である。KOERI 所長は、地震に関

する研究及び地震予測・被害軽減に関する活動について提言する地震諮問委員会のメンバ

ーとなっている。こうした政策・制度的な環境について、大きな変化は今のところ予見さ

れない。 

 技術的、人材的な観点からは、持続可能性は高いと見込まれる。プロジェクトに参加して

いる研究者も、技術的・人材的な観点からの自立発展性については極めて肯定的な見通し

が示されている。トルコ側・日本側の研究者の協働関係はプロジェクトを通じて強化され、

共同研究活動はプロジェクト終了後も継続することが期待できる。プロジェクトをとおし

た博士号の取得などトルコ側人材の育成が進んでおり、彼らは将来的に日本とトルコの繋

ぎ役としても活躍することが期待される。KOERI の職員数について、KOERI は現在 3 人

が従事している AHEB（災害予防教育ユニット）の活動に新たに 3 人のスタッフを追加す

る予定である。これにより、AHEB が進める成果 4 についてプロジェクトの後半の活動も

更に強化されることが見込める。 

 供与された機材に関し、強震計と電磁気電位差観測用レコーダーについては、既に IU が維

持管理を行っている。OBS と伸縮計を用いた海底観測は、プロジェクト終了後も KOERI
により継続運用される見込みである。JAMSTEC から追加で貸与された 5 台の OBS は、プ

ロジェクト終了後に日本に返却される予定となっている。 

 開発省は、既に 2017 年 12 月までの投資計画の中にプロジェクトを含めている。トルコ側

研究者はプロジェクトの予算確保のために最大限の努力をしてきており、2018 年以降のプ

ロジェクト終了後も同様の努力が期待できる。持続可能性のための予算配分の見通しにつ

いては、トルコ政府が今後、地震被害削減に与える優先度に拠る。 
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継続に適したものとなっている。プロジェクトの活動は、KOERI、METU、IU など研究機
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が従事している AHEB（災害予防教育ユニット）の活動に新たに 3 人のスタッフを追加す

る予定である。これにより、AHEB が進める成果 4 についてプロジェクトの後半の活動も
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第第４４章章 合合同同中中間間レレビビュューー調調査査のの結結果果

４－１ 評価 5 項目に関する結論 

プロジェクトは、NESAP2023 等のトルコ防災政策と引き続き整合しており、その妥当性は高い。

プロジェクトは着実に成果を出しつつあるが、プロジェクト目標・上位目標の記述、指標の設定

等を含め現行 PDM は改訂の必要があり、それによって目標達成に向けたプロジェクト後半の道

筋がより明確になりプロジェクトの有効性が増すことが期待できることから、現時点ではその有

効性は中程度と判断される。プロジェクト活動に対する特段の障害はこれまで観察されず、概ね

スケジュール通り研究活動が進んでおり、プロジェクトの効率性は高い。プロジェクトのインパ

クトについては、今後、プロジェクト後半において次第に顕在してくることが期待され、現時点

ではまだ判断する段階には至っていない。プロジェクトの持続可能性は、制度・政策、技術、人

材の観点から高いと見込まれ、予算面からは引き続き研究者の努力が期待できる。 

４－２ 提言 

の改訂

プロジェクトの枠組みである現行 PDM は改訂して、プロジェクト目標・上位目標をより

的確に記述するとともに、PDM 指標を設定して、プロジェクトの意図する到達点を明確に

することが必要である。改訂後の PDM は JCC 会議で承認される必要がある。活動計画（PO）

も併せて改訂し、それを PDM に反映させること。 

メンバーリストの更新

最近になってプロジェクト・リーダー、グループ・リーダー、グループ副リーダーを含

め、プロジェクトメンバーが多く交代したことから、現行メンバーリストは更新され、JCC
で確認する必要がある。さらに、メンバーリストについてはプロジェクト活動に参加してい

ない名前を除く等して整理し、誰がどの活動に関わっているのか明確にすることが求められ

る。 

活動の加速のためのコミュニケーションの向上

メンバーリストの更新により誰がどの活動に実際に関与しているのか明らかになること

に伴い、そのメンバー間のコミュニケーションの一層の向上を図ること。より良いコミュニ

ケーションの実現に向けては、具体的には、単なる電子メールのやり取りよりも定期的に顔

を合わせた会議（例えばスカイプ会議）を開催（特に日本側とトルコ側との間）、各組織内

でのコミュニケーションの改善（前任者が移動した場合などの後任者への引き継ぎ）等が考

えられる。また、各グループのプロジェクト活動・計画・スケジュール（専門家の派遣、本

邦研修、機材供与など）は、グループ・リーダー間だけでなくその他のメンバー間でも共有

されるべきである。 
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研究グループ間の研究成果の共有

研究成果の取り扱いについては、研究グループ間の合意形成が望まれる。提供者の許可

なしに研究成果を使用しないこと、また成果を使う際にはクレジットを明記すること等を合

意し、研究成果のグループ間の共有を促進していくことが必要である。 

プロジェクト活動に係る予算

プロジェクトの予算については、確保するとともに適切な割り当ても重要である。例え

ば、2016 年に METU に導入予定の高性能コンピューターについて、関税を含む導入のため

の予算が METU に準備される必要がある。また供与機材の維持管理に関し、特に KOERI
が維持管理する OBS と OBEM については、その持続的な運用のためには予算分配が必要不

可欠である。KOERI はプロジェクト期間終了後も機材維持のための予算確保に努力すると

している。 

以上
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ば、2016 年に METU に導入予定の高性能コンピューターについて、関税を含む導入のため

の予算が METU に準備される必要がある。また供与機材の維持管理に関し、特に KOERI
が維持管理する OBS と OBEM については、その持続的な運用のためには予算分配が必要不
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添添付付 22:: 活活動動計計画画（（仮仮））TTeennttaattiivvee  PPllaann  ooff  OOppeerraattiioonn  ((tteennttaattiivvee))  

  

Research Subjects 2013 2014 2015 2016 2017 
2018 

(-March) 
1. Earthquake Source Model [Modeling of 3D velocity structure and 
estimation of fault geometry and crustal deformation] (Earthquake source 
model Group)  

      

1-1 Long-term sea-bottom seismic observation       

 [Current information database]       

 [OBS Observation]       

 [Analysis of OBS data]       

 [MCS Observation]       

 [Analysis of MCS data]       

 [Estimation of fault geometry]       

 [Estimation of source region]       

 [Imaging of 3D velocity structure]       

       

1-2 Electromagnetic observation       

 [Current information database]       

 [OBEM Observation]       

 [Analysis of OBEM data]       

 [Imaging of crustal structure]       

       

1-3 GPS-acoustic observation       

 [Current information database]       

 [InSAR and inland GPS analysis]       

 [Installation of seafloor GPS’s]       

 [GPS data collection]       

 [Estimation of crustal deformation]       

       

1-4 Trenching studies       

 [Current information database]       

 [Trench survey]       

 [Estimation of fault geometry]       

       

2. Tsunami prediction based on earthquake cycle simulation [Estimation of 

scenario Earthquake] (Earthquake cycle simulation Group) 

      

2-1 Earthquake cycle simulation       

 [Current information database]       

 [Constructing fault and seafloor structure models]       

 [Preliminary earthquake generation cycle simulation]       

 [Earthquake generation cycle simulation]       

 [Refining the numerical models and multiple occurrence scenarios]       

       

2-2 Tsunami simulation        

 [Current information database]       

 [Test numerical analysis]       

 [Numerical analysis]       

 [Tsunami wave height distribution]       

 [Estimation of Tsunami scenario]       

       

2-3 Tsunami scenario database for sea of Marmara       

 [Construction of historical tsunami database]       

 [Building the tsunami scenario model]       

 [Create tsunami scenario database for all possible earthquake in the region 

with a tsunami potential] 

      

        

2-4 Improvement of early detection capacity       

 [Current information database]       

 [Training and implementation of EEW methods]       

       

3. Seismic characterization and damage prediction 

[Modeling of velocity structure, damage prediction, Improvement of hazard 

maps] (Strong ground motion Group) 

      

3-1 Modeling and analysis of velocity structure and Estimation of strong 

ground motion 

      

 [Current information database of sub-structure]       
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 [Mictotremor measurements in Istanbul, Yalova, Bursa, Balikesir and 

Tekirdag provision] 

      

 [Estimation of sub-structure]       

 [Merging sub-structure with other groups results]       

 [Current information database of observed seismic data]       

 [FDM analysis based on initial information]       

 [FDM analysis for verification of estimated sub-structure]       

 [FDM analysis of the 1999 Kocaeli Earthquake for the verification of 

estimated sub-structure] 

      

 [FDM analysis for verification of merged sub-structure]       

 [Estimation of strong ground motion for hypothetical Marmara Earthquake]       

       

3-2 Seismic assessment of structures using advanced numerical analyses and 

large-scale experiments 

      

 [Current information database]       

 [Detailed FEM analysis of typical buildings]       

 [Constructing analysis models of buildings and microtremor measurements]       

 [Structural response analysis for damage distribution]       

 [E-DEFENSE shaking table test]       

 [Damage prediction]       

       

3-3 Hazard map development       

 [Current information database]       

 [Earthquake and tsunami hazard maps]       

       

4. Disaster education using research result visuals [development and 

improvement of disaster information, education and public awareness] 

(Disaster Prevention Group) 

      

4-1 Disaster prevention education program       

 [Disaster Management symposium]       

 [Development of the effective and understandable education materials]       

 [Disaster education programs at schools, hospitals and public buildings]       

 [Creating contents using research visuals]       

 [Dissemination of research visuals]       

       

4-2 Effective use of media in the dissemination of information        

 [Establishment of the Information Dissemination Counsel]       

 [Determine broadcasting content]       

 [Test broadcasting through TRT]       

 [Implementing EEW broadcasting]       

 [TV program production using research visuals]       

 [TV program production using research visuals and structural experiments]       

       

4-3 Disaster management planning through the regional disaster prevention 

community 

      

 [Establishment Regional Disaster Prevention Communities and organizing 

workshops] 

      

 [Contribution to the Disaster Management Symposiums]       

 [Investigation seismic risks of the region and feedback]       

       

5. Evaluation of Project       

5-1 Annual project monitoring and progress evaluation meeting ✓ ✓ ✓ ✓ ✓  

5-2 Mid-term Evaluation   ✓    

5-3 Final Evaluation     ✓  

  



 

A2-2 

 [Mictotremor measurements in Istanbul, Yalova, Bursa, Balikesir and 

Tekirdag provision] 

      

 [Estimation of sub-structure]       

 [Merging sub-structure with other groups results]       

 [Current information database of observed seismic data]       

 [FDM analysis based on initial information]       

 [FDM analysis for verification of estimated sub-structure]       

 [FDM analysis of the 1999 Kocaeli Earthquake for the verification of 

estimated sub-structure] 

      

 [FDM analysis for verification of merged sub-structure]       

 [Estimation of strong ground motion for hypothetical Marmara Earthquake]       

       

3-2 Seismic assessment of structures using advanced numerical analyses and 

large-scale experiments 

      

 [Current information database]       

 [Detailed FEM analysis of typical buildings]       

 [Constructing analysis models of buildings and microtremor measurements]       

 [Structural response analysis for damage distribution]       

 [E-DEFENSE shaking table test]       

 [Damage prediction]       

       

3-3 Hazard map development       

 [Current information database]       

 [Earthquake and tsunami hazard maps]       

       

4. Disaster education using research result visuals [development and 

improvement of disaster information, education and public awareness] 

(Disaster Prevention Group) 

      

4-1 Disaster prevention education program       

 [Disaster Management symposium]       

 [Development of the effective and understandable education materials]       

 [Disaster education programs at schools, hospitals and public buildings]       

 [Creating contents using research visuals]       

 [Dissemination of research visuals]       

       

4-2 Effective use of media in the dissemination of information        

 [Establishment of the Information Dissemination Counsel]       

 [Determine broadcasting content]       

 [Test broadcasting through TRT]       

 [Implementing EEW broadcasting]       

 [TV program production using research visuals]       

 [TV program production using research visuals and structural experiments]       

       

4-3 Disaster management planning through the regional disaster prevention 

community 

      

 [Establishment Regional Disaster Prevention Communities and organizing 

workshops] 

      

 [Contribution to the Disaster Management Symposiums]       

 [Investigation seismic risks of the region and feedback]       

       

5. Evaluation of Project       

5-1 Annual project monitoring and progress evaluation meeting ✓ ✓ ✓ ✓ ✓  

5-2 Mid-term Evaluation   ✓    

5-3 Final Evaluation     ✓  
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添添付付 44:: 面面談談者者リリスストト  

 
1  トルコ側 

1) カウンターパート機関・関係機関 

1 Prof. Dr. Oguz Ozel Faculty of Engineering, Istanbul University 8/24 

2 Prof. Dr. Mustafa Kemal Tuncer Faculty of Engineering, Istanbul University 8/24 

3 Prof. Dr. Haluk Ozener Director, KOERI, Bogazici University 8/25 

4 Prof. Dr. Ali Pinar Graduate Program in Earthquake Engineering, KOERI 8/25 

5 Dr. Dogan Kalafat KOERI 8/25 (skype) 

6 
Prof. Dr. Ahmet Cevdet Yalciner  Department of Civil Engineering, Ocean Engineering Research Center, METU  8/26 (Skype), 

31 

7 Ms. Seyhun Puskulcu Earthquake Preparedness Education Unit, KOERI 8/26,9/9 

8 Prof. Dr. Erdal Safak Head of Division, KOERI 8/26 

9 Prof. Dr. Ocal Necmioglu  KOERI 8/26 (Skype) 

10 Mr. Osman Kilic Directorate of Earthquake and Soil Research, Istanbul Metropolitan Municipality 8/27 

11 Dr. Aysegul Askan METU 
8/27 (Skype), 

31 

12 Prof. Dr. Nurcan Meral Ozel Director of the International Monitoring System , CTBTO, Vienna 8/28 (Skype) 

13 Mr. Ulybey Ceken Head of Earthquake Department AFAD 8/31 

14 Ms. Nazan Kilic AFAD 8/31 

15 Ms. Melfem Tijrkogliu AFAD 8/31 

16 Mr. Kerem Kuterdem AFAD 8/31 

17 Mr. Recai F. Kartal AFAD 8/31 

18 Mr. Tugbu Kilic AFAD 8/31 

19 Mr. Eren Tepeugur AFAD 8/31 

20 Mr. Keran Yanik AFAD 8/31 

21 Ms.Shaghayegh Karimzadeh METU 8/31 

22 Ms. Fatma Nurten Sisman METU 8/31 

23 Ms. Didem Ince Teacher Training Department, Ministry of National Education 9/1 

24 Ms Emel Atasoy  Acting Director, Yalova AFAD 9/2 

25 Mr. Ahmet Demirtas Manager, AFADEM 9/2 

26 Mr. H. Gokay Kirmizigul Trainer, AFADEM 9/2 

27 Mr. Ozgur Bostanci  AFADEM  9/2 

28 Dr. Selda Altuncu Poyraz Regional Earthquake Tsunami Monitoring Center, KOERI,  9/4 

29 Dr. Gulum Tanircan Graduate Program in Earthquake Engineering, KOERI,  9/7,9 

    

2  日本側 

 1)  プロジェクト 

1 Dr. Yoshiyuki Kaneda Nagoya University, Designated Professor, Disaster Mitigation Research Center 8/10,9/6 

2 Dr. CITAK Seckin Ozgur JAMSTEC 8/10,9/4 

3 Dr. Narumi Takahashi  CEAT, JAMSTEC 8/10,9/7 

4  Dr. Takane Hori 
Earthquake and Tsunami Forecasting System Research Group, CEAT, 

JAMSTEC 
8/10,9/7 

5 Prof. Kunihiko Kumamoto Edogawa University  8/10,9/7 

6 Ms. Naoko Yoshinaga Planning and Coordination Group, CEAT, JAMSTEC  8/10, 9/6 

7 Mr. Kyohiko Mitsuzawa Planning and Coordination Group, CEAT, JAMSTEC 8/10 

8 Ms. Miho Takahashi Project Coordinator 8/24-9/11 

9 Mr. Shinichi Isono R&D Center for Earthquake and Tsunami Planning and Coordination Group  9/6 

10 Prof. Muneo Hori Earthquake Research Institute, The University of Tokyo 9/7 

11 Dr. Mayumi Sakamoto Disaster Mitigation Research Center, Nagoya University 9/7 

12 Dr Hiroaki Yamanaka Department of Environmental Science and Technology, TITEC 9/9 

13 Dr. Ken Hatayama National Research Institute of Fire and Disaster 9/9 

14 Dr. Shinichi Miyazaki Kyoto University 9/9 

 2)  JICA 事務所 

1 Mr. Shoji Hasegawa  AFAD Expert 8/31 

2 Mr. Ali Bekin JICA Program Officer 8/31 

3 Mr. Taichi Minamitani JICA Deputy Director  9/10,11 
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) 

(7
) 

(6
) 

2
01

4
/6

/
21

 –
 2

01
4/

6
/2

5 
2
01

4
/8

/
28

 –
 2

01
4/

8
/3

1 
2
01

4
/1

1
/2

2
 –

 2
0
14

/
11

/
27

 

(5
) 

(4
) 

(6
) 

2
01

5
/4

/
25

 –
 2

01
5/

4
/2

9 
2
01

5
/9

/
6
 –

 2
01

5
/9

/
11

 
(5

) 
(6

) 
(4

6
) 

4 

1
3 

阪
本

真
由

美
 

名
古
屋
大
学

 
2
01

3
/4

/
30

 –
 2

01
3/

5
/7

 
2
01

3
/1

2
/2

1
 –

 2
0
13

1
2/

2
7
 

(8
) 

(7
) 

2
01

4
/8

/
28

 –
 2

01
4/

9
/3

 
 

(6
) 

 
2
01

5
/4

/
25

 –
 2

01
5/

5
/2

 
2
01

5
/9

/
6
 –

 2
01

5
/9

/
11

 
(8

) 
(6

) 
(3

5
) 

4 

1
4 

吉
永

直
子

 
海
洋
研
究
開
発
機
構

 
2
01

3
/4

/
29

 –
 2

01
3/

5
/8

 
2
01

3
/1

2
/2

1
 –

 2
0
13

/
12

/
25

 
(1

0
) 

(5
) 

2
01

4
/8

/
26

 –
 2

01
4/

9
/1

 
(6

) 
2
01

5
/9

/
6
 –

 2
01

5
/9

/
11

 
(6

) 
(2

7
) 

1 

1
5 

内
田

直
希

 
東
北
大
学

 
2
01

4
/2

/
10

 –
 2

01
4/

2
/1

3 
(4

) 
 

 
 

 
(4

) 
1 

1
6 

汐
見

勝
彦

 
防
災
科
学
技
術
研
究
所

 
2
01

4
/2

/
10

 –
 2

01
4/

2
/1

3 
(4

) 
 

 
 

 
(4

) 
1 

1
7 

利
根

川
貴

志
 

海
洋
研
究
開
発
機
構

 
2
01

4
/2

/
10

 –
 2

01
4/

2
/1

3 
(4

) 
 

 
 

 
(4

) 
1 

1
8 

山
本

揚
二

朗
 

海
洋
研
究
開
発
機
構

 
2
01

4
/2

/
10

 –
 2

01
4/

2
/1

3 
(4

) 
2
01

4
/6

/
16

 –
 2

01
4/

6
/2

1 
(6

) 
 

 
(1

0
) 

1 
1
9 

長
江

拓
也

 
名
古
屋
大
学

 
2
01

4
/3

/
13

 –
 2

01
4/

3
/1

6 
(4

) 
 

 
 

 
(4

) 
3 

2
0 

中
野

優
  

海
洋

研
究
開
発

機
構

 
 

 
2
01

4
/6

/
1
 –

 2
01

4
/6

/
6 

(6
) 

 
 

(6
) 

2 
2
1 

宮
崎

真
一

 
京
都
大
学

. 
 

 
2
01

4
/5

/
31

 –
 2

01
4/

6
/4

 
(4

) 
2
01

5
/9

/
9
 –

 2
01

5
/9

/
12

 
(4

) 
(8

) 
2 

2
2 

安
藤

亮
輔

 
東
京
大
学

. 
 

 
2
01

4
/6

/
1
 –

 2
01

4
/6

/
6 

(6
) 

 
 

(6
) 

2 
2
3 

有
吉

慶
介

 
海
洋

研
究
開
発
機
構

 
 

 
2
01

4
/8

/
23

 –
 2

01
4/

9
/3

 
(1

1
) 

 
 

(1
1
) 

2 
2
4 

畑
山

健
 

消
防
庁
消
防
大
学
校

 
 

 
2
01

4
/9

/
3
 –

 2
01

4
/9

/
12

 
(1

0
) 

2
01

5
/9

/
7
 –

 2
01

5
/9

/
17

 
(1

1
) 

(2
1
) 

3 
2
5 

地
元

孝
輔

 
東
京
工
業
大
学

 
 

 
2
01

4
/9

/
3
 –

 2
01

4
/9

/
18

 
(1

6
) 

2
01

5
/9

/
10

 –
 2

01
5/

9
/2

2 
(1

3
) 

(2
9
) 

3 
2
6 

磯
野

真
一

 
海
洋
研
究
開
発
機
構

 
 

 
2
01

4
/8

/
26

 –
 2

01
4/

9
/1

 
(6

) 
2
01

5
/9

/
6
 –

 2
01

5
/9

/
11

 
(6

) 
(1

2
) 

1 
2
7 

大
堀

道
広

 
福
井
大
学

 
 

 
2
01

5
/1

/
24

 –
 2

01
5/

2
/5

 
(1

2
) 

 
 

(1
2
) 

3 
 

 
計

 
 

 
 

 
 

 
(7

22
) 

 
2
8 

高
橋

美
穂

 
業
務
調
整

 
2
01

3
/7

/
2
  

 
 

 
 

  
  

  
 
  

 
(2

0
17

/
9/

3
0
) 
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供供
与与

機機
材材

  
2
01

5
年

8
月
時
点

 

1
) 
供

与
機

材
 

N
o 

機
材
名

 
メ

ー
カ

ー
・

ス
ペ
ッ

ク
 

数
量

 
金

額
 

配
達
日

 
使
用
場
所

 
使
用
状
況

 

1 
O

B
S
（
海

底
地
震
計
）

 
N

ip
po

n
 M

ar
in

e 
E
nt

er
p
ri

se
s,

 L
T

D
. 

3 
1
5
,4

79
,6

40
 

円
 

2
01

3
/1

2
/2

6 
K

O
E
R
I 

活
動

1
-1

 （
運
用
中
）

 

2 
O

B
S
（
海

底
地
震
計
）

 
N

ip
po

n
 M

ar
in

e 
E
nt

er
p
ri

se
s,

 L
T

D
. 

7 
3
5
,1

75
,0

00
 

円
 

2
01

4
/3

/
18

 
K

O
E
R
I 

活
動

1
-1

 （
運
用
中
）

 

3 
海

底
間

音
響
測
距
装
置

 
K

ai
yo

d
en

sh
ik

o
gy

o
 K

.K
. 

1 
8
,9

7
7
,5

00
 

円
 

2
01

4
/9

/
11

 
K

O
E
R
I 

活
動

1
-3

 （
運
用
中
）

 

4 
海

底
間

音
響
測
距
装
置

 
K

ai
yo

d
en

sh
ik

o
gy

o
 K

.K
. 

4 
1
8
,9

13
,2

00
 

円
 

2
01

4
/9

/
11

 
K

O
E
R
I 

活
動

1
-3

 （
運
用
中
）

 

5 
強

震
計

 
T

o
ky

o
 S

o
ku

sh
in

 
1
1 

1
2
,9

60
,0

00
 

円
 

2
01

4
/8

/
25

 
Is

ta
nb

ul
大

(K
O

E
R
I
経
由

) 
活
動

3
-1

 （
運
用
中
）

 

6 
G

P
S
レ

シ
ー
バ
ー

 
T

ri
m

b
le

 (
U

S
A

) 
2 

2
,7

2
7
,0

00
 

円
 

2
01

5
/7

 
K

O
E
R
I 

活
動

1
-3

 （
設
置
前
）

 

7 
電

磁
気

電
位
差
観
測
計

(L
E
M

I)
 

L
vi

v 
C

en
tr

e 
o
f 
In

st
it
u
te

 o
f 
Sp

ac
e 

R
es

ea
rc

h
(U

kr
ai

ne
) 

1 
2
,6

2
0
,0

00
 

円
 

2
01

5
/7

 
Is

ta
nb

ul
大

(K
O

E
R
I
経
由

) 
活
動

1
-2

 （
設
置
前
）

 

 2
) 
ト

ル
コ

側
調

達
機
材

 

N
o 

機
材
名

 
メ

ー
カ

ー
・

ス
ペ
ッ

ク
 

数
量

 
金

額
 

配
達
日

 
使
用
場
所

 
使
用
状
況

 

1 
G

P
R
S
 3

G
 M

od
em

 
 

 
 

 
2
01

4
/3

 
 

2 
C

o
m

p
ut

er
 

 
 

 
 

2
01

4
/3

 
 

3 
S
o
la

r 
P
an

el
 

 
 

 
 

2
01

4
/3

 
 

4 
3
.5

”
 U

S
B

 H
ar

d 
 

 
 

 
2
01

4
/3

 
 

5 
8
 G

B
 R

A
M

 
 

 
 

 
2
01

4
/3

 
 

6 
S
p
ar

e 
P
ar

ts
 

 
 

 
 

2
01

4
/3

 
 

7 
C

o
m

p
ut

er
 

 
 

 
 

2
01

4 
 

8 
N

ot
eb

o
ok

 
 

 
 

 
2
01

4 
 

9 
S
o
la

r 
P
an

el
 

 
 

 
 

2
01

4 
 

1
0 

5
 U

S
B

 H
ar

d
 D

is
k 

 
 

 
 

2
01

4 
 

1
1 

S
p
ar

e 
P
ar

ts
 

 
 

 
 

2
01

4 
 

1
2 

P
ri
n
te

r 
an

d
 C

o
m

pu
te

r 
 

 
 

 
2
01

5 
 

1
3 

L
ap

to
p 

 
 

 
 

2
01

5 
 

1
4 

O
B

 W
ei

gh
t 

A
pp

ar
at

us
 

 
2
0 

 
 

2
01

5 
 

1
5 

E
xt

er
n
al

 H
D

 
 

5 
 

 
2
01

5 
 

1
6 

In
te

rn
al

 H
D

 
 

5 
 

 
2
01

5 
 

1
7 

In
te

rn
al

 H
D

 
 

3 
 

 
2
01

5 
 

 3
) 
日

本
側

か
ら

の
貸
与
機
材

 

N
o 

機
材
名

 
メ

ー
カ

ー
・

ス
ペ
ッ

ク
 

数
量

 
金

額
 

配
達
日

 
使
用
場
所

 
使
用
状
況

 

1 
O

B
S
（
海

底
地
震
計
）

 
JA

M
S
T

E
C
所
有

 
5 

 
 

2
01

5
/3

 
K

O
E
R
I 

活
動

1
-1

（
運
用
中
）

 

2 
O

B
E
（

海
底

電
位
差
計
）

 
JA

M
S
T

E
C
所
有

 
2 

 
 

2
01

5
/3

 
K

O
E
R
I 

活
動

1-
2

（
20

15
年

6
月
以
降
紛
失
中
）
 

3 
O

B
E
M
（

海
底
電
磁
電
位
差
計
）

 
JA

M
S
T

E
C
所
有

 
3 

 
 

2
01

5
/3

 
K

O
E
R
I 

活
動

1
-2
（
使
用
後
、
デ
ー
タ
解
析
の
た

め
日
本
に
返
送
）

 





  

A7-1 

添添
付付

77
::

本本
邦邦

研研
修修

  
2
01

5
年

8
月

  
ス

キ
ー

ム
 

氏
名

 
所

属
 

期
間

（
到
着

・
出
発

）
 

訪
問
先
・
受
入
先

 
滑
動

 

1 
本

邦
研

修
（

JI
C

A
予
算

）
 

1 
H

as
an

 G
ok

h
an

 G
u
le

r 
M

E
T

U
 

2
01

3
年

12
月

10
日

 –
 2

01
4
年

3
月

9
日

 
港
湾
空
港
技
術
研
究
所

(津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

) 
2
-2

 

2 
C

er
en

 O
ze

r 
K

O
E
R
I 

2
01

4
年

9
月

2
日

 –
 2

0
14

年
10

月
19

日
 

海
洋
研
究
開
発
機
構
／
港
湾
空
港
技
術
研
究
所
（
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
2
-2

 

3 
B

ar
is

 U
n
al

 
M

E
T

U
 

2
01

4
年

10
月

20
日

 –
 2

01
4
年

12
月

26
日

 
東
京
大
学
地
震
研
究
所
（
並
列
コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ
環
境
に

よ
る
統
合
地
震

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
3
-3

 

4 
Y

as
em

in
 K

or
ku

su
z 

K
O

E
R
I 

2
01

5
年

7
月

15
日

 –
 2

01
5
年

10
月

10
日

 
東
京
大
学
地
震
研
究
所
（

3
D
破
壊
伝
播
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
1
-1

-

b 

2 
文

部
科

学
省

に
よ
る
国
費
留
学

 

1 
O

zl
em

K
ar

ag
o
z 

C
an

ak
ka

le
大

学
 

2
01

3
年

10
月

～
 (

3
年

間
) 

東
京
工
業
大
学
博
士
課
程
（
地
盤
構
造
モ
デ
リ
ン
グ
の
た
め
の

観
測
・
解

析
技

術
）

 
3
-1

 

2 
Ir

fa
n
 K

ili
c 

K
O

E
R
I 

2
01

4
年

10
月

～
（

3
年

間
）

 
京
都
大
学
大
学
院
理
学
研
究
科
博
士
課
程
（
地
震
発
生
サ
イ
ク
ル
計
算
）

 
2
-1

 

3 
現

地
業

務
費

に
よ
る
渡
航

 

1 
A

hm
et

 Y
al

ci
n
er

 
M

E
T

U
 

2
01

4
年

1
月

28
日

 –
 2

01
4
年

2
月

4
日

 
P
A

R
I 
（
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
2
-2

 

2 
G

u
lu

m
 T

an
ir
ca

n
 

K
O

E
R
I 

2
01

4
年

5
月

10
日

 –
 2

01
4
年

5
月

18
日

 
東
北
、
名
古
屋
（
視
察
・
討
論
）

 
4
-1

 

3 
H

as
an

 G
ok

h
an

 G
u
le

r 
M

E
T

U
 

2
01

4
年

7
月

28
日

 –
 2

01
4
年

8
月

1
日

 
北
海
道
（

A
O

G
S
 会

議
参
加
）

 
2
-2

 

4 
D

o
ga

n
 K

al
af

at
 

K
O

E
R
I 

2
01

4
年

11
月

8
日

 –
 2

01
4
年

11
月

18
日

 
JA

M
S
T

E
C

 （
O

B
S
作
業
や
作
業
環
境
の
見
学
）

 
1
-1

 
5 

S
u
le

ym
an

 T
un

c 
K

O
E
R
I 

6 
Z
af

er
 O

gu
tc

u 
K

O
E
R
I 

2
01

4
年

11
月

27
日

 –
 2

01
4
年

12
月

14
日

 
JA

M
S
T

E
C
（
船
舶
「
よ
こ
す
か
」
に
乗
船
、

O
B

S
の
設
置
・
回
収
作
業
を
見

学
）

 
1
-1

 
7 

O
zk

an
 C

o
k 

K
O

E
R
I 

8 
M

eh
m

et
 Y

ilm
az

er
 

K
O

E
R
I 

9 
E
re

n
 U

ck
an

 
K

O
E
R
I 

2
01

4
年

12
月

14
日

 –
 2

01
4
年

12
月

21
日

 
消
防
庁
消
防
大
学
校

 消
防
研
究
セ
ン
タ
ー
（
オ
イ
ル
タ
ン
ク
関
連
）

 
3
-3

 

1
0 

A
bd

h
lla

h
 S

ah
in

 
Y

ild
iz
工

科
大

学
 

2
01

5
年

2
月

2
日

 –
 2

0
15

年
2
月

5
日

 
東
京
大
学

（
統
合
地
震
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
）

 
3
-3

 

1
1 

E
rd

al
 S

af
ak

 
K

O
E
R
I 

2
01

5
年

2
月

15
日

 –
 2

01
5
年

2
月

22
日

 
名
古
屋
大
学
、
東
京
大
学

 
3 

1
2 

C
em

 Y
en

id
og

an
 

K
O

E
R
I 

2
01

5
年

7
月

11
日

 –
 2

01
5
年

7
月

17
日

 
名
古
屋
大
学
、
東
京
大
学
、

E
-d

ef
en

se
 

3
-2

 

4 
そ

の
他

 

（
K

O
E
R
I,
 Y

ild
iz
工
科
大
学
）

 

1 
A

bd
h
lla

h
 S

ah
in

 
Y

ild
iz
工

科
大

学
 

2
01

3
年

9
月

 -
 

東
京
大
学
（

E
-
 d

ef
en

se
関
連
）

 
N

/A
 

2 
C

em
 Y

en
id

og
an

 
K

O
E
R
I 

2
01

3
年

9
月

 -
 

東
京
大
学
（

E
-
 d

ef
en

se
関
連
）

 
N

/A
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カカ
ウウ

ンン
タタ
ーー
パパ

ーー
トト
のの
配配

置置
  

2
01

3
年

12
月
時
点

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
け
る
役
割

 
ト

ル
コ

側
 

日
本
側

 

1 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー

 
 

 

2 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
リ
ー
ダ
ー
（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
マ
ネ
ジ
ャ

ー
）

 
M

us
ta

fa
 E

R
D

IK
 (
K

O
E
R
I)
 

金
田

義
行

（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 

3 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー

 
N

ur
ca

n
 M

er
al

 O
Z
E
L
 (
K

O
E
R
I)
 

高
橋

成
実

（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 

4 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

 
D

o
ga

n
 K

A
L
A

F
A

T
 (
K

O
E
R
I)
 

S
ec

ki
n
 C

IT
A

K
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 

  

活
動
（
グ
ル
ー
プ
）

 
グ

ル
ー

プ
・

リ
ー
ダ

ー
及
び

サ
ブ
リ

ー
ダ

ー
 

ト
ル
コ
側
メ
ン
バ
ー

 
日
本
側
メ
ン
バ
ー

 

課
題

1
）

震
源

モ
デ
ル

構
築

 

 

A
li 

P
IN

A
R
 (
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湾

空
港
技

術
研
究

所
）
 

C
er

en
 O

Z
E
R
 (
K

O
E
R
I)
 

K
or

ay
 K

aa
n
 O

zd
em

ir
 (
M

E
T

U
) 

N
ur

ca
n
 M

er
al

 O
Z
E
L
 (
K

O
E
R
I)
 

N
ila

y 
B

A
SA

R
IR

 (
K

O
E
R
I)
 

Y
ild

iz
 A

L
T

IN
O

K
 (
IU

) 

対
馬

弘
晃
（
気
象
研
究
所
）

 

馬
場

俊
孝
（
徳
島
大
学
）

 

2
-

4 早
期

探
知
能

力
の
改
善

 
O

ca
l 
N

E
C

M
IO

G
L
U

 (
K

O
E
R
I)
 

中
野

優
（
海

洋
研

究
開
発

機
構
）

 
O

gu
z 

O
Z
E
L
 (
IU

) 

H
ak

an
 A

L
C

IK
 (
K

O
E
R
I)
 

中
村

武
史
（

海
洋
研
究
開
発
機
構

）
 

藤
原

広
行
（
防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 

課
題

3
）

地
震

特
性
評
価
及
び
被
害
予
測

 

 

M
ur

at
 N

U
R
L
U

 (
A

F
A

D
) 

 

堀
宗

朗
（

東
京
大

学
）

 
 

 

3
-

1  地
盤

構
造
の

モ
デ
リ
ン
グ
と
解
析
、
及
び

強
振
動

推
定

 

O
gu

z 
O

Z
E
L
 (
IU

) 

 

山
中

浩
明

（
東
京

工
業
大

学
）

 
C

em
il 

G
U

R
B

U
Z
 (
K

O
E
R
I)
 

E
rd

al
 S

A
F
A

K
 (
K

O
E
R
I)
 

E
re

n
 U

C
K

A
N

 (
K

O
E
R
I)
 

E
b
ru

 H
A

R
M

A
N

D
A

R
 (
K

O
E
R
I)
 

S
in

an
 A

K
K

A
R
 (
M

E
T

U
) 

E
se

re
f 
Y

A
L
C

IN
K

A
Y

A
 (
IU

) 

S
er

d
ar

 O
Z
A

L
A

Y
B

E
Y

 (
T

U
B

IT
A

K
) 

Y
al

in
 A

R
IC

I 
(M

E
T

U
) 

U
lu

be
y 

C
E
K

E
N

 (
A

F
A

D
) 

E
re

n
 T

E
P
E
U

G
U

R
 (
A

F
A

D
) 

G
u
lu

n
 B

ir
go

re
n
 T

A
N

IR
C

A
N

 (
K

O
E
R
I)
 

K
ar

in
 S

E
S
E
T

Y
A

N
 (
K

O
E
R
I)
 

E
b
ru

 H
A

R
M

A
N

D
A

R
 (
K

O
E
R
I)
 

地
元

孝
輔

（
東
京
工
業
大
学
）

 

竹
中

博
士
（
岡
山

大
学
）

 

畑
山

健
（
消
防
庁
消
防
大
学
校
）

 

大
堀

道
広

（
福
井
大
学
）

 

S
ec

ki
n
 C

IT
A

K
 (
海
洋
研
究
開
発
機
構

) 

  

A8-3 

A
ys

eg
u
l 
A

sk
an

 G
U

N
D

O
G

A
N

 (
M

E
T

U
) 

C
an

 Z
U

L
F
IK

A
R
 (
K

O
E
R
I)
 

M
ur

at
 B

E
Y

H
A

N
 (
A

F
A

D
) 

M
ur

at
 N

U
R
L
U

 (
A

F
A

D
) 

T
u
gb

ay
 K

IL
IC

 (
A

F
A

D
) 

3
-

2 大
規

模
実
験

及
び
先
端
数
値
解
析
を
使
っ
た
構
造

物
耐

震
性
評

価
 

S
in

an
 A

K
K

A
R
 (
K

O
E
R
I)
 

護
雅

史
（

名
古
屋

大
学
）

 
M

eh
m

et
 N

ur
ay

 A
Y

D
IN

O
G

L
U

 (
K

O
E
R
I)
 

E
rd

al
 S

A
F
A

K
 (
K

O
E
R
I)
 

C
em

 Y
E
N

ID
O

G
A

N
 (
K

O
E
R
I)
 

C
un

ey
t 

T
U

Z
U

N
 (
K

O
E
R
I)
 

S
in

an
 A

K
K

A
R
 (
M

E
T

U
) 

M
ur

at
 A

lt
u
g 

E
R
B

E
R
IK

 (
M

E
T

U
) 

B
ar

is
 B

IN
IC

I 
(M

E
T

U
) 

T
. 
S
el

cu
k 

K
O

K
SA

L
 (
A

F
A

D
) 

A
bd

u
lla

h
 S

A
H

IN
 (
Y

T
U

) 

長
江

拓
也

（
防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 

S
ec

ki
n
 C

IT
A

K
 (
JA

M
ST

E
C

) 

3
-

3 ハ
ザ

ー
ド
マ

ッ
プ
作
成

 
M

.S
em

ih
 Y

U
C

E
M

E
N

 (
M

E
T

U
) 

堀
宗

朗
（

東
京
大

学
）

 
S
in

an
 A

K
K

A
R
 (
M

E
T

U
) 

K
ar

in
 S

E
S
E
T

Y
A

N
 (
K

O
E
R
I)
 

M
in

e 
B

. 
D

E
M

IR
C

IO
G

L
U

 (
K

O
E
R
I)
 

N
az

an
 K

IL
IC

 (
A

F
A

D
) 

B
et

u
l 
E
rg

u
n
 K

O
N

U
K

C
U

 (
IM

M
) 

E
m

in
 Y

ah
ya

 M
E
N

T
E
S
E
 (
IM

M
) 

- 

課
題

4
）

研
究

結
果
に
基
づ
く

防
災
教
育

 
G

u
lu

m
 T

A
N

IR
C

A
N

 (
K

O
E
R
I)
 

M
et

e 
M

ir
za

og
lu

 (
A

F
A

D
) 

隈
本

邦
彦

（
江
戸

川
大
学
）

 
 

 

4
-

1 防
災

教
育
プ

ロ
グ
ラ
ム

 
G

u
lu

m
 T

A
N

IR
C

A
N

 (
K

O
E
R
I)
 

金
田

義
行

（
海
洋

研
究
開

発
機
構

）
 

S
ey

h
un

 P
U

S
K

U
L
C

U
 (
K

O
E
R
I)
 

G
o
ka

y 
A

ti
lla

 B
O

ST
A

N
 (
A

F
A

D
) 

S
ev

im
 Y

E
L
B

A
Y

 (
A

F
A

D
) 

L
ev

en
t 

G
U

L
E
N

 (
SA

U
) 

M
u
za

ff
er

 E
L
M

A
S
 (
S
A

U
) 

S
el

d
a 

A
. 
P
O

Y
R
A

Z
 (
K

O
E
R
I)
 

- 

4
-

2 情
報

発
信
に

お
け
る
メ
デ
ィ
ア
の
有
効
活
用
体
制
の

検
討

 

D
o
ga

n
 K

A
L
A

F
A

T
 (
K

O
E
R
I)
 

L
ev

en
t 

G
u
le

n
 (
SA

U
) 

阪
本

真
由

美
（
人

と
防
災

未
来
セ

ン
タ

ー
）

 

M
us

ta
fa

 C
O

M
O

G
L
U

 (
K

O
E
R
I)
 

A
li 

P
IN

A
R
 (
K

O
E
R
I)
 

O
ca

l 
N

E
C

M
IO

G
L
U

 (
K

O
E
R
I)
 

R
am

az
an

 S
E
V

IN
C

 (
A

F
A

D
) 

隈
本

邦
彦

（
江
戸
川

大
学

）
 

4
-

3 地
域

防
災
コ

ミ
ュ
ニ

テ
ィ
を
通
じ
た
防
災
対
策
の
改

善
 

O
sm

an
 K

IL
IC

 (
IM

M
) 

藤
原

広
行

（
防
災

科
学
技

術
研
究

所
）
 

G
u
lu

m
 T

A
N

IR
C

A
N

 (
K

O
E
R
I)
 

S
ey

h
un

 P
U

S
K

U
L
C

U
 (
K

O
E
R
I)
 

G
o
ka

y 
A

ti
lla

 B
O

ST
A

N
 (
A

F
A

D
) 

D
em

ir
 A

K
IN

 (
A

F
A

D
) 

L
ev

en
t 

G
U

L
E
N

 (
SA

U
) 

M
u
za

ff
er

 E
L
M

A
S
 (
S
A

U
) 

- 

注
）

第
1
回

JC
C
（

20
13

年
12

月
24

日
）
で
合
意
さ
れ
た
グ

ル
ー

プ
・
リ

ー
ダ

ー
及

び
研

究
メ
ン

バ
ー
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現現
地地

活活
動動

費費
  

  日
本

側
  

  
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

  
  

  
 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

  
  

  
 
  

 
  

 
  

 
 

  
  

  
 
  

 
  

 
  

 
  

  
  

 
  

 
 

  
  

 （
単
位

: 
ト
ル
コ
リ
ラ
） 

項
目
（
在
外
事
業
強
化
費
）

 
2
01

3
年
度

 

 2
01

3
年

2
月

 –
 2

0
14

年
3
月

 

2
01

4
年
度

 

2
01

4
年

4
月

 –
 2

01
5
年

3
月

 

2
01

5
年
度

 

2
01

5
年

4
月

 –
 2

01
5
年

8
月

 
合
計

 

1 
一

般
業

務
費

 
1
5
,4

88
.8

5 
5
4
,6

19
.5

0 
2
0
,6

47
.9

6 
9
0
,7

56
. 

2 
航

空
賃

 
3
,9

8
9
.0

0 
4
6
,6

22
.8

2 
4
,1

6
3
.0

0
 

5
4
,7

74
 

3 
旅

費
（

航
空

賃
以
外

）
 

6
,2

0
3
.0

3 
2
2
,4

96
.8

6 
4
,9

1
7
.8

9
 

3
3
,6

17
 

4 
謝

金
報

酬
（

ス
タ
ッ
フ
以
外
）

 
0
.0

0 
0
.0

0 
0
.0

0 
0 

5 
業

務
契

約
（

ロ
ー
カ
ル
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

N
G

O
）

  
0
.0

0 
0
.0

0 
0
.0

0 
0 

6 
会

議
費

 
9
90

.0
0 

2
,3

7
6
.0

0 
0
.0

0 
3
,3

6
6 

7 
建

設
費

 
0
.0

0 
0
.0

0 
0
.0

0 
0
.0

0 

合
計

 
2
6
,6

70
.8

8 
1
26

,1
15

.1
8 

2
9
,7

28
.8

5
 

1
82

,5
16

 

8 
本

邦
研

修
 (
添
付

7
 -

1
) 

 
- 

- 
- 

（
円
）

 
 

3
,3

15
,0

0
0 

 
 

 
 

 
（
リ
ラ
）

  
82

,8
75

 

9 
供

与
機

材
 （

添
付

6
）

 
- 

- 
- 

（
円
）

  
  

  
1
1
4
,8

40
,0

0
0 

 
 

 
 

 
（
リ
ラ
）

  
  

  
2
,8

71
,0

0
0 

注
）
専

門
家
派

遣
（

添
付

 5
）
に
係
る
費
用
は
上
表
に
は
含
ま
ず

  
  

  
  

  
 
  

 
 
 
  

  
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

  
  

  
 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

  
  

 （
1
リ
ラ

 =
  

40
円
で
換
算
） 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
ト

ル
コ

側
  

  
  

  
  

 
  

 
  

 
  

 
  

  
  

  
 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
 
  

  
  

  
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

  
  

  
 

1
) 
K

O
E
R
I 

  
  

  
 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

  
  

  
 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

  
  

  
 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

  
  

  
 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

  
  

  
 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

  
  

 
  

  
 （

単
位

: 
ト
ル
コ
リ
ラ
）

 

項
目

年
度

年
月

–
年

月

年
度

年
月

–
年

月

年
度

年
月

–
年

月
合
計

1 
ト

ル
コ

側
研

究
者
の
国
外
・
国
内
旅
費

 
1
5
,1

87
 

2
7
,5

91
 

4
,2

2
5 

4
7
,0

03
 

2 
研

究
関

連
（

研
修
参
加
、
観
測
点
設
置
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
購
入

な
ど
）

 
0 

9
8
,6

18
 

0 
9
8
,6

18
 

3 
機

材
の

輸
入

に
関
す
る
取
扱
い
費
用

 
6
,0

7
5 

4
2
,8

81
 

8
,1

8
5 

5
7
,1

41
 

4 
機

材
運

用
費

（
消
耗

品
及
び
修
理
費
等
を
含
む
）

 
0 

1
0
,3

29
 

0 
1
0
,3

29
 

5 
会

議
費

 
5
,0

5
1 

0 
0 

5
,0

5
1 

6 
機

材
購

入
 

2
8
,1

25
 

6
8
,5

77
 

4
2
,1

97
 

1
38

,8
99

 

7 
海

洋
観

測
の

た
め
の
船
舶
レ
ン
タ
ル

 
3
6
,0

00
 

3
30

,8
08

 
7
0
,0

00
 

4
36

,8
08

 

8 
印

刷
費

 
0 

9
,7

9
4 

0 
9
,7

9
4 

合
計

 
9
0
,4

38
 

5
88

,5
98

 
1
24

,6
07

 
8
03

,6
43

 

2
) 
IU

  
 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

  
  

  
 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

  
  

  
 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

  
  

  
 
  

 
  

 
 

項
目

 
2
01

3
年
度

 

 2
01

3
年

2
月

 –
 2

0
14

年
3
月

 

2
01

4
年
度

 

2
01

4
年

4
月

 –
 2

01
5
年

3
月

 

2
01

5
年
度

 

2
01

5
年

4
月

 –
 2

01
5
年

8
月

 
合
計

 

1 
ト

ル
コ

側
研

究
者
の
国
内
旅
費

 
5
,0

0
0 

4
,0

0
0 

5
,0

0
0 

1
4
,0

00
 

2 
研

究
関

連
 （

フ
ィ
ー
ル
ド
観
測
な
ど
）

 
0 

2
1
,5

00
 

8
,5

0
0 

3
0
,0

00
 

合
計

 
5
,0

0
0 

2
5
,5

00
 

1
3
,5

00
 

4
4
,0

00
 

3
) 
M

E
T

U
 –

 推
定

  
  

  
  

  
 
  

 
  

  
  

 
  

  
 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

  
  

  
 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

 
  

  
 

項
目

 
2
01

3
年
度

  
2
01

4
年
度

 
2
01

5
年
度

 
合
計

 

1 
ト

ル
コ

側
研

究
者
の
国
内
旅
費

 
1
,5

0
0 

2
,0

0
0 

3
,0

0
0 

6
,5

0
0 

2 
そ

の
他

 
0 

5
,0

0
01

)  
3
,0

0
0

2
)  

8
,0

0
0 

合
計

 
1
,5

0
0 

7
,0

0
0 

6
,0

0
0 

1
4
,5

00
 

1
) 
高

性
能

パ
ソ

コ
ン
の
ハ
ー
ド
ド
ラ
イ
ブ
更
新
、
部
屋
の
空

調
、
サ

ー
バ
ー

の
ア

ッ
プ

グ
レ

ー
ド
、

2
) 
外

付
け

ハ
ー
ド
ド

ラ
イ

ブ
、

P
C
周
辺

機
器
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成成
果果
ググ

リリ
ッッ
ドド

（（
成成
果果
及及

びび
活活
動動
レレ

ベベ
ルル
でで

のの
進進
捗捗

））
    

2
01

5
年

9
月
時
点

 

1
. 
上

位
目

標
 

地
震

・
津
波

の
早
期
警
戒
シ
ス
テ
ム
が
提
案
さ
れ
、
防
災
管

理
に
係

る
戦
略

が
改

善
す

る
。

 

 

2
. 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目
標

 

地
震

・
津
波

の
早
期
予
測
能
力
が
改
善
さ
れ
、
防
災
意
識
の
向

上
を

促
進
す

る
。

  

 

活
動

 
進

捗
 

グ
ル
ー
プ
・
リ
ー
ダ
ー

及
び
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー

 

成
果

1
) 
海

底
観

測
に

基
づ
く
想
定
マ
ル
マ
ラ
地
震
の
震
源
モ
デ
ル

が
構
築

さ
れ

る
。

 

「
震
源

モ
デ
ル

構
築
」

グ
ル
ー
プ

 

金
田

義
行

 

（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 

A
li 

P
IN

A
R
 (
K

O
E
R
I)
 

O
gu

z 
O

Z
E
L
 (
IU

) 

1
-

1 海
底

地
震
の

長
期
観
測

を
行
う
。

 
(2

01
3
) 

・
海
底
地
震

計
（

O
B

S）
7
台

を
調

達
し
て

ト
ル

コ
に

輸
送
。

20
14

年
3
月

に
は
こ

れ
ら

を
用
い
た
技
術
移

転
ト

レ
ー
ニ

ン
グ
の

実
施
、
マ
ル

マ
ラ
海

域
に

3
台

の
O

B
S
を

試
験

的
に
設
置

。
約

3
ヶ
月
の
観
測
を

実
施
し

て
、

20
14

年
6
月

に
回
収

作
業
を

行
っ

た
。

 

・
日
本

側
の

地
震

学
研
究

者
4
名

が
20

14
年

2
月

に
K

O
E
R
I
に

お
い

て
、
ト
ル

コ
側

メ
ン
バ
ー
約

20
名

と
O

B
S
の
解

析
内
容

と
協
力

方
針
、
デ

ー
タ

の
相

互
交
換

に
つ
い

て
打
ち

合
わ

せ
た

。
 

(2
01

4
) 

・
3
台
の

O
B

S
を

追
加

調
達
し

て
20

14
年

3
月

に
ト

ル
コ
に

輸
送
し

、
2
01

4
年

9
月

よ
り

10
台
の

O
B

S

を
マ
ル

マ
ラ

海
の
中

西
部
を

カ
バ
ー

す
る

よ
う

に
設

置
し
、

本
格
観

測
を
開

始
。

 

・
ト
ル

コ
か

ら
2
名

が
来
日

し
、
日

本
の

O
B

S
作
業

や
作
業

環
境
を

見
学
。
さ

ら
に

3
名
が
来
日
し
、

JA
M

S
T

E
C
の
「

よ
こ
す

か
」
に

乗
船
、

O
B

S
の

設
置

・
回
収

作
業
を

見
学
。

 

・
O

B
S
を

用
い

た
解
析

環
境
整

備
に
つ
い

て
は

、
異

方
性
構

造
を
広

域
的
に

推
定

す
る

た
め

の
S
波
ス
プ

リ
ッ
テ

ィ
ン

グ
解
析

を
行
う

こ
と
の

で
き

る
ソ

フ
ト

ウ
ェ
ア
「

L
T

sp
lit
」
を

日
本

側
研

究
者
が

開
発

し
、

ト
ル
コ

側
に

譲
渡
。

 

(2
01

5
) 

・
マ
ル

マ
ラ

海
全
体

を
カ
バ

ー
す
る

た
め

更
に

5
台

の
O

B
S
を

増
強

し
、

20
15

年
3
月

よ
り
全

15
台
に

よ
る
地

震
観

測
を
開

始
。

20
15

年
7
月
に

全
15

台
を
回

収
、
メ

ン
テ
ナ

ン
ス
し
、
再

び
同
じ
場
所
に
設

置
し
た

。
 

高
橋

成
実

 

（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 

C
em

il 
G

U
R
B

U
Z
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O

E
R
I)
 

a 
M
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ro

 e
ar

th
qu

ak
e 

an
al

ys
is

 
 

尾
鼻

浩
一
郎

 

（
海
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研
究
開
発
機
構
）

 

A
li 

P
IN

A
R
 

(K
O

E
R
I)
 

b 
S
tr

es
s 

F
ie

ld
 a

n
al

ys
is

 
 

利
根
川

貴
志

 

（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 

S
in

an
 O

Z
E
R
E
N
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T

U
) 

c 
S
m

al
l 
in

te
r-

p
la

te
 r

ep
ea

ti
n
g 

ea
rt

h
qu

ak
e 

an
al

ys
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内
田

直
希

 

（
東
北
大
学
）

 

A
li 
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A
R
 

(K
O

E
R
I)
 

d 
S
ei

sm
ic

 t
o
m

o
gr

ap
h
y 

 
汐
見

勝
彦

 

（
防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 

H
ay

ru
lla

h
 K

A
R
A

B
U

L
U

T
 

(K
O

E
R
I)
 

e 
R
ec

ei
ve

r 
fu

n
ct

io
n
 a

n
al

ys
is

 
 

利
根
川

貴
志

 

（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 

C
em

il 
G

U
R
B

U
Z
 

(K
O

E
R
I)
 

f 
C

ru
st

al
 S

tr
u
ct

ur
e 

Su
rv

ey
 

 
高
橋

成
実

 

（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 

N
am

ik
 C

A
G

A
T

A
Y

 

(I
T

U
) 

1
-

2 海
底

下
の
電

磁
気
観
測

を
行
う
。

 
(2

01
4
) 

・
調
査

航
海

の
詳
細

仕
様
を

検
討
し

た
。

 

(2
01

5
) 

・
20

15
年

3
月
か

ら
6
月

と
、

6
月

か
ら

7
月

に
か

け
て
の

2
回
、

電
磁
気

電
位

差
観

測
を

マ
ル
マ
ラ
海

で
実
施

し
た

。
20

15
年

3
月
に

3
台
の

O
B

E
M
（

海
底
電

磁
電
位

差
計
）
と

2
台
の

O
B

E
（
海
底
電
位

差
計
）

を
設

置
し
、

6
月
に

O
B

E
M

3
台

を
回

収
し

た
が
、

O
B

E
2
台

（
JA

M
ST

E
C
所

有
）
に
つ
い
て

は
回
収

で
き

な
か
っ

た
。

 

小
川

康
雄

 

（
東
京
工
業
大
学
）

 

S
.B

ill
en

t 
T

A
N

K
 

(K
O

E
R
I)
 



  

A10-2 

・
海
底
と

陸
上

の
電

磁
気
調
査

を
連

携
し

て
行

う
た

め
、
陸

上
の
電

磁
気
電

位
差

観
測

用
の
レ
コ
ー
ダ
ー

1

台
（

L
E
M

I-
41

7
）

を
、

7
月

に
日

本
か
ら

ト
ル

コ
に

譲
渡
し

た
。

 

1
-

3   海
底

G
P
S
観

測
を
行
う
。

 

（
海

底
間
音

響
測
距
観
測
）

 

(2
01

3
) 

・
海
底

間
音

響
測
距

装
置

1
セ

ッ
ト

を
調

達
し

て
ト

ル
コ
に

輸
送
し

、
2
01

4
年

3
月

に
は

こ
れ
ら
を
用
い

た
技
術

移
転

ト
レ
ー

ニ
ン
グ

、
音
響

通
信

試
験

を
実

施
。

 

(2
01

4
) 

・
20

14
年

9
月
に

海
底
間

音
響
測

距
装
置

3
台

を
設

置
し
、

1
週

間
に

1
回
の
本

格
測

距
を
開
始
、
そ
れ

ら
の
間

の
距

離
を
測

定
し
て

初
期
デ

ー
タ

を
得

た
。
ま

た
X

B
T
観
測

を
繰
り

返
し

実
施

し
、
マ
ル
マ
ラ

海
の
温

度
構

造
を
確

認
。

 

・
9
月

か
ら

20
15

年
3
月

ま
で
の

6
ヶ
月

間
の

海
底

測
距
デ

ー
タ
を

音
響
信

号
に

よ
る

デ
ー

タ
伝
送
に
よ

り
回

収
し
た

。
 

(2
01

5
) 

・
20

15
年

3
月
に

新
た
に

1
台
の

装
置
を

追
加

設
置

。
週

1
回

の
観

測
は
現

在
も

継
続

中
。

 

・
日
本

か
ら

2
台
の

陸
上
用

G
P
S
レ

シ
ー

バ
ー

を
譲

渡
し
、

陸
上
に

お
け
る

地
殻

変
動

観
測

も
連
携
し
て

実
施
中

。
 

木
戸

元
之

 

（
東
北
大
学
）

 

S
em

ih
 E

R
G

IN
T

A
V

 

(K
O

E
R
I)
 

1
-

4 分
岐

断
層
の

総
合
調
査
を
行
う
。

 

（
ト

レ
ン
チ

調
査
）

 

(2
01

5
) 

・
ト
ル

コ
側

か
ら
過

去
の
ト

レ
ン
チ

調
査

を
記

載
し

た
幾
つ

か
の
論

文
の
紹

介
を

受
け

、
現
在
の
ト
レ
ン

チ
調

査
の
情

報
を
得

た
。

 

・
ト
レ

ン
チ

調
査
は

ト
ル
コ

側
が
主

体
と

な
っ

て
実

施
。

 

池
田

安
隆

 

（
東
京
大
学
）

 

E
rh

an
 A

L
T

U
N

E
L
 

(E
O

U
) 

成
果

 2
) 
想

定
マ
ル
マ
ラ
地
震
の
連
動
性
評
価
と
津
波
の
予
測

が
な

さ
れ
る

。
 「
地

震
発
生

サ
イ
ク

ル
シ
ミ

ュ
レ
ー

シ
ョ

ン
に

基
づ

く
津
波

予
測
」
グ
ル
ー
プ

 

堀
高
峰

 

（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 

A
hm

et
 C

ev
d
et

 Y
A

L
C

IN
E
R
 

(M
E
T

U
) 

 

2
-

1  地
震

サ
イ
ク

ル
の
大
規
模
数
値
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ

ン
を
行

う
。

 

（
地

震
発
生

サ
イ
ク
ル
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 

(2
01

4
) 

・
地
震

発
生

サ
イ
ク

ル
・
破

壊
伝
播

計
算

は
コ

ー
ド

の
チ
ュ

ー
ニ
ン

グ
を
進

め
、

地
球

シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
や

京
コ

ン
ピ
ュ

ー
タ
ー

で
実
用

的
な
時

間
で

実
ス

ケ
ー

ル
の
計

算
が
出

来
る
よ

う
に

な
っ

た
。

 

・
地
震

発
生

サ
イ
ク

ル
計
算

を
担
当

す
る

K
O

E
R
I
大

学
院

生
が

2
01

4
年

10
月

か
ら

京
都

大
学
大
学
院
理

学
研
究

科
に

国
費
留

学
生
（

地
球
規

模
枠

）
と

し
て

入
学
。

 

・
さ
ら

に
、

北
ア
ナ

ト
リ
ア

断
層
を

対
象

と
し

た
断

層
モ
デ

ル
の
デ

ジ
タ
ル

デ
ー

タ
を

入
手
し
、
地
震
発

生
サ
イ

ク
ル

計
算
に

着
手
。

 

・
2
01

4
年

6
月

5
日
に

、
ア

ン
カ
ラ
の

M
E
T

U
土
木

工
学
部

に
て
技

術
セ
ミ
ナ

ー
を

開
催
し
、
グ

ル
ー
プ

2
の

4
名

の
研

究
者
が

プ
レ
ゼ

ン
テ
ー
シ

ョ
ン

を
行

っ
た
。

 

堀
高
峰

 

（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 

N
ur

ca
n
 M

er
al

 O
Z
E
L
 (
K

O
E
R
I)
 

2
-

2  津
波

警
戒
地

域
の
即
時
予
測
を
行
う
。

 

（
津

波
シ
ミ

ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 

(2
01

3
) 

・
津
波
計

算
を
担

当
す
る

日
本
側

研
究
者

1
名
が

20
13

年
11

月
下

旬
か
ら

12
月
上

旬
に
か
け
て
ト
ル
コ

に
て
、

津
波

遡
上
計

算
を
行

う
予
定

の
現

場
視

察
、

K
O

E
R
I
や

M
E
T

U
で
の
打

ち
合

わ
せ
を
実
施
。

 

・
P
A

R
I
に

招
聘
研

究
員
（

M
E
T

U
）
を

3
ヶ
月

間
（

20
13

年
12

月
10

日
～

20
14

年
3
月

9
日
）
受
入
れ
、

3
次
元

津
波
遡

上
計
算

プ
ロ
グ

ラ
ム
使
用

技
術

の
移

転
、イ

ス
タ
ン

ブ
ー
ル

へ
の

遡
上

計
算
の
た
め
の
デ

ー
タ
取

得
・

整
備
。

 

(2
01

4
) 

・
20

14
年

9
月

～
10

月
に

津
波

計
算
を

担
当

す
る

ト
ル
コ

側
研
究

者
1
名
（

K
O

E
R
I）

を
招
聘
し
、

P
A

R
I

に
お
い
て

3
次

元
津

波
計
算

プ
ロ
グ

ラ
ム

使
用

技
術

の
習
得

（
既
に

地
形
デ

ー
タ

が
準

備
さ
れ
て
い
る

釜
石

、
高
知

を
対
象

と
し
た

計
算
、

イ
ス

タ
ン

ブ
ー

ル
の

A
m

b
ar

li 
P
or

t
を

対
象

と
し
た

2
次
元
の

津

波
伝
播

・
遡

上
計
算

な
ど
）

を
進
め

た
。

 

・
イ
ス
タ
ン

ブ
ー
ル

の
H

ay
d
ar

p
as

a 
P
o
rt
を
対

象
に
、

M
E
T

U
が
高

解
析
度
の

地
形

デ
ー
タ
を
用
意
し
、

そ
れ
を

P
A

R
I
で

津
波
計
算

用
に
整

備
し

た
上

で
、

津
波
伝

播
・
遡

上
の

3
次
元

津
波

計
算
を
実
施
。

 

有
川

太
郎

 

（
中
央
大
学
）

 

A
hm

et
 C

ev
d
et

 Y
A

L
C
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E
R
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T

U
) 

2
-

3 海
底

観
測
デ

ー
タ
を
取
り
入
れ
た
マ

ル
マ

ラ

海
に

お
け
る

津
波
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
確
立

 

(2
01

3
) 

・
歴
史

記
録

の
収
集

整
理
を

ト
ル
コ

側
で

進
め

た
。

 

(2
01

4
) 

・
マ
ル

マ
ラ

海
を
対

象
と
し

た
津
波

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

を
ト
ル

コ
側
で

構
築
し

た
。

 

有
川

太
郎

 

（
中
央
大
学
）

 

O
ca

l 
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C
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G
L
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O

E
R
I)
 

2
-

早
期

探
知
能

力
を
改
善
す
る
。

 
(2

01
4
) 

中
野

優
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E
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・
海
底
と

陸
上

の
電

磁
気
調

査
を
連
携
し

て
行

う
た

め
、
陸

上
の
電

磁
気
電

位
差

観
測

用
の

レ
コ
ー
ダ
ー

1

台
（

L
E
M

I-
41

7
）
を
、

7
月

に
日

本
か
ら

ト
ル

コ
に

譲
渡
し

た
。

 

1
-

3   海
底

G
P
S
観

測
を
行
う
。

 

（
海

底
間
音

響
測
距
観
測
）

 

(2
01

3
) 

・
海
底

間
音

響
測
距

装
置

1
セ

ッ
ト

を
調

達
し

て
ト

ル
コ
に

輸
送
し

、
2
01

4
年

3
月

に
は

こ
れ
ら
を

用
い

た
技

術
移
転

ト
レ
ー

ニ
ン
グ

、
音
響

通
信

試
験

を
実

施
。

 

(2
01

4
) 

・
20

14
年

9
月
に

海
底
間

音
響
測

距
装
置

3
台

を
設

置
し
、

1
週

間
に

1
回
の
本

格
測

距
を
開
始
、
そ
れ

ら
の
間

の
距

離
を
測

定
し
て

初
期
デ

ー
タ

を
得

た
。
ま

た
X

B
T
観
測

を
繰
り

返
し

実
施

し
、
マ
ル
マ
ラ

海
の

温
度
構

造
を
確

認
。

 

・
9
月

か
ら

20
15

年
3
月

ま
で
の

6
ヶ
月

間
の

海
底

測
距
デ

ー
タ
を

音
響
信

号
に

よ
る

デ
ー
タ
伝
送
に
よ

り
回
収

し
た

。
 

(2
01

5
) 

・
20

15
年

3
月
に

新
た
に

1
台
の

装
置
を

追
加

設
置

。
週

1
回

の
観

測
は
現

在
も

継
続

中
。

 

・
日
本

か
ら

2
台
の

陸
上
用

G
P
S
レ

シ
ー

バ
ー

を
譲

渡
し
、

陸
上
に

お
け
る

地
殻

変
動

観
測

も
連
携
し
て

実
施

中
。

 

木
戸

元
之

 

（
東
北
大
学
）

 

S
em

ih
 E

R
G
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V
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1
-

4 分
岐

断
層
の

総
合
調
査
を
行
う
。

 

（
ト

レ
ン
チ

調
査
）

 

(2
01

5
) 

・
ト
ル
コ
側

か
ら
過

去
の
ト

レ
ン
チ

調
査

を
記

載
し

た
幾
つ

か
の
論

文
の
紹

介
を

受
け

、
現
在
の
ト
レ
ン

チ
調

査
の
情

報
を
得

た
。

 

・
ト
レ

ン
チ

調
査
は

ト
ル
コ

側
が
主

体
と

な
っ

て
実

施
。

 

池
田

安
隆

 

（
東
京
大
学
）

 

E
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an
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L
T

U
N

E
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U
) 

成
果

 2
) 
想

定
マ
ル

マ
ラ
地
震
の
連
動
性
評
価
と
津
波
の
予
測

が
な

さ
れ
る

。
 「
地

震
発
生

サ
イ
ク

ル
シ
ミ

ュ
レ
ー

シ
ョ

ン
に

基
づ

く
津
波

予
測
」
グ
ル
ー
プ

 

堀
高
峰

 

（
海
洋
研
究
開

発
機
構
）

 

A
hm

et
 C

ev
d
et

 Y
A

L
C

IN
E
R
 

(M
E
T

U
) 

 

2
-

1  地
震

サ
イ
ク

ル
の
大
規
模
数
値
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ

ン
を
行

う
。

 

（
地

震
発
生

サ
イ
ク
ル

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 

(2
01

4
) 

・
地
震

発
生

サ
イ
ク

ル
・
破

壊
伝
播

計
算

は
コ

ー
ド

の
チ
ュ

ー
ニ
ン

グ
を
進

め
、

地
球

シ
ミ

ュ
レ
ー
タ
や

京
コ
ン

ピ
ュ

ー
タ
ー

で
実
用

的
な
時

間
で

実
ス

ケ
ー

ル
の
計

算
が
出

来
る
よ

う
に

な
っ

た
。

 

・
地
震

発
生

サ
イ
ク

ル
計
算

を
担
当

す
る

K
O

E
R
I
大

学
院

生
が

2
01

4
年

10
月

か
ら

京
都

大
学
大
学
院
理

学
研

究
科
に

国
費
留

学
生
（

地
球
規

模
枠

）
と

し
て

入
学
。

 

・
さ
ら

に
、

北
ア
ナ

ト
リ
ア

断
層
を

対
象

と
し

た
断

層
モ
デ

ル
の
デ

ジ
タ
ル

デ
ー

タ
を

入
手
し
、
地
震
発

生
サ

イ
ク
ル

計
算
に

着
手
。

 

・
2
01

4
年

6
月

5
日
に

、
ア

ン
カ
ラ
の

M
E
T

U
土
木

工
学
部

に
て
技

術
セ
ミ
ナ

ー
を

開
催

し
、
グ

ル
ー
プ

2
の

4
名

の
研

究
者
が

プ
レ
ゼ

ン
テ
ー
シ

ョ
ン

を
行

っ
た
。

 

堀
高
峰

 

（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 

N
ur

ca
n
 M

er
al

 O
Z
E
L
 (
K

O
E
R
I)
 

2
-

2  津
波

警
戒
地

域
の
即
時
予
測
を
行
う
。

 

（
津

波
シ
ミ

ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 

(2
01

3
) 

・
津
波
計

算
を
担

当
す
る

日
本
側

研
究
者

1
名
が

20
13

年
11

月
下

旬
か
ら

12
月
上

旬
に
か
け
て
ト
ル
コ

に
て
、

津
波

遡
上
計

算
を
行

う
予
定

の
現

場
視

察
、

K
O

E
R
I
や

M
E
T

U
で
の
打

ち
合

わ
せ
を
実
施
。

 

・
P
A

R
I
に

招
聘
研

究
員
（

M
E
T

U
）
を

3
ヶ
月

間
（

20
13

年
12

月
10

日
～

20
14

年
3
月

9
日
）
受
入
れ
、

3
次
元

津
波
遡

上
計
算

プ
ロ
グ

ラ
ム
使
用

技
術

の
移

転
、イ

ス
タ
ン

ブ
ー
ル

へ
の

遡
上

計
算
の
た
め
の
デ

ー
タ

取
得
・

整
備
。

 

(2
01

4
) 

・
20

14
年

9
月

～
10

月
に

津
波

計
算
を

担
当

す
る

ト
ル
コ

側
研
究

者
1
名
（

K
O

E
R
I）

を
招
聘
し
、

P
A

R
I

に
お

い
て

3
次

元
津

波
計
算

プ
ロ
グ

ラ
ム

使
用

技
術

の
習
得

（
既
に

地
形
デ

ー
タ

が
準

備
さ
れ
て
い
る

釜
石

、
高
知

を
対
象

と
し
た

計
算
、

イ
ス

タ
ン

ブ
ー

ル
の

A
m

b
ar

li 
P
or

t
を

対
象

と
し
た

2
次
元
の

津

波
伝

播
・
遡

上
計
算

な
ど
）

を
進
め

た
。

 

・
イ
ス

タ
ン

ブ
ー
ル

の
H

ay
d
ar

p
as

a 
P
o
rt
を
対

象
に
、

M
E
T

U
が
高

解
析
度
の

地
形

デ
ー
タ
を
用
意
し
、

そ
れ

を
P
A

R
I
で
津

波
計

算
用
に

整
備
し
た

上
で
、

津
波
伝

播
・
遡

上
の

3
次
元

津
波

計
算
を
実
施
。

 

有
川

太
郎

 

（
中
央
大
学
）

 

A
hm

et
 C

ev
d
et

 Y
A

L
C

IN
E
R
 

(M
E
T

U
) 

2
-

3 海
底

観
測
デ

ー
タ
を
取
り
入
れ
た
マ

ル
マ

ラ

海
に

お
け
る

津
波
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
確
立

 

(2
01

3
) 

・
歴
史

記
録

の
収
集

整
理
を

ト
ル
コ

側
で

進
め

た
。

 

(2
01

4
) 

・
マ
ル

マ
ラ

海
を
対

象
と
し

た
津
波

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

を
ト
ル

コ
側
で

構
築
し

た
。

 

有
川

太
郎

 

（
中
央
大
学
）

 

O
ca

l 
N

E
C

M
IO

G
L
U

 

(K
O

E
R
I)
 

2
-

早
期

探
知
能

力
を
改
善
す
る
。

 
(2

01
4
) 

中
野

優
 

O
ca

l 
N

E
C

M
IO

G
L
U

 

  

A10-3 

4 
・

20
14

年
6
月
に

日
本
側

研
究
者

1
名
が

ト
ル

コ
を

訪
問
し

、
即
時

震
源
解

析
シ

ス
テ

ム
「

S
W

IF
T
シ
ス

テ
ム
」
を

K
O

E
R
I
に

導
入

、
使

用
法

に
つ

い
て

の
講

習
会
を

ト
ル
コ

研
究
者

約
10

名
に
対
し
て
実
施
。 

・
こ
の

シ
ス

テ
ム
は

A
F
A

D
で

利
用

さ
れ

て
い

る
。

 

（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 

 

(K
O

E
R
I)
 

成
果

 3
) 
想

定
マ
ル
マ
ラ
地
震
に
よ
る
構
造
物
の
振
動
・
倒
壊
危
険

性
予
測

が
な

さ
れ

る
。

 

「
地
震

特
性
評

価
及
び

被
害
予
測
」
グ
ル
ー
プ

 

堀
宗
朗

 

（
東
京
大
学
地
震
研
究
所
）

 

M
ur

at
 N

U
R
L
U

 (
A

F
A

D
) 

 

3
-

1  詳
細

な
地
盤

構
造
を
推
定
し
モ
デ
ル
を
作

成

す
る

。
 

（
地

盤
構
造

の
モ
デ
リ
ン
グ

と
解
析
、
及
び
強

振
動

推
定
）

 

(2
01

3
) 

・
イ
ス

タ
ン

ブ
ー
ル

近
郊
（

Z
ey

ti
nb

ur
n
u、

T
ek

ir
d
ag
）
に

て
20

13
年

10
月
に

ト
ル

コ
側

C
P
と
共
同
で

常
時

地
震
動

観
測
を

実
施
し

、
解
析

結
果

を
用

い
た

地
盤
構

造
の
モ

デ
リ
ン

グ
に

着
手

。
 

・
2
01

3
年

10
月

に
ト
ル

コ
か
ら

の
国
費

留
学

生
（
地

球
規
模

枠
）
が
東

京
工
業

大
学

博
士

課
程
に
入
学
し
、

地
盤

構
造
モ

デ
リ
ン

グ
の
た

め
の
観

測
技

術
・

解
析

技
術
を

習
得
中

。
前
述

の
常

時
地

震
動
観
測
に
も

参
加

。
 

(2
01

4
) 

・
20

14
年

9
月

に
マ
ル

マ
ラ
海

西
部
（

T
ek

ir
d
ag

及
び

Z
ey

ti
nb

ur
nu

地
域
）
に
お

い
て

微
動
観
測
を
実
施

し
、

表
層
地

盤
の

S
波

速
度
構

造
を
推
定

。
さ

ら
に

深
さ

30
m
ま

で
の
平

均
S
波

速
度

と
地
形
デ
ー
タ

の
経

験
式
を

作
成
。（

こ
れ
ま

で
T

ek
ir
da

g
で

は
地

盤
の
情

報
が
殆

ど
無
い

状
況
で

あ
っ
た
が
、
本
研
究

に
よ

り
同
地

域
の
信

頼
性
の

高
い
強

振
動

予
測

に
寄

与
す
る

と
期
待

さ
れ
る

）
 

・
20

14
年

9
月
に

同
地
域

に
お
い

て
強
震

計
10

基
を
設

置
し
、
地

震
観

測
を
開

始
。

2
01

5
年

2
月
に
は
、

11
番

目
の

強
震
計

が
マ
ル

マ
ラ
島

に
あ
る

郡
行

政
官

オ
フ
ィ

ス
に
設

置
さ
れ

た
。
（

強
震

観
測
の
維
持

は
、

IU
が

担
当

）
 

・
2
01

4
年

5
月

24
日

に
エ

ー
ゲ
海

で
地

震
（

M
6
.9
）
が
発

生
し
、
マ
ル

マ
ラ
海

西
部

で
も
強
震
観
測
記
録

が
得

ら
れ
て

い
る
こ

と
か
ら

、
本
研

究
で

の
対

象
地

域
を
拡

大
し
、

20
14

年
9
月

に
震
源
域
を
含
め
た

強
震

観
測
点

で
の
地

盤
調
査

を
実
施

。
 

山
中

浩
明

 

（
東
京
工
業
大
学
）

 

O
gu

z 
O

ze
l 
(I
U

) 

 M
ic

ro
tr

em
or

 o
b
se

rv
at

io
n
 a

nd
 

es
ti
m

at
io

n
 o

f 
su

b
-s

o
il 

st
ru

ct
ur

e 

 E
st

im
at

io
n
 o

f 
st

ro
n
g 

gr
ou

n
d
 

m
o
ti
on

 

3
-

2 地
盤

振
動
の

論
理
的
予
測
を
行
う
。

 

（
大

規
模
実

験
及
び
先
端
数
値
解
析
を
使
っ

た
構

造
物
耐

震
性
評
価
）

 

(2
01

3
) 

・
耐
震

性
評

価
及
び

先
端
数

値
解
析

を
行

う
具

体
的

な
構
造

物
と
し

て
、

10
層
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー
ト
造
建

築
物

を
選
定

。
 

・
ト
ル

コ
側

研
究

者
が

20
13

年
9
月

に
実

大
三

次
元

振
動
破

壊
実
験

施
設
（

E
-デ

ィ
フ

ェ
ン

ス
）
を
視
察
。 

(2
01

4
) 

・
日
本
側

と
ト

ル
コ

側
の
耐

震
基
準

を
考

慮
し

て
、
数

値
解

析
検
証

に
参
照

で
き

る
10

層
鉄
筋
コ
ン
ク
リ

ー
ト

造
建
築

物
の
実

建
物
設

計
を
準

備
。

そ
の

設
計

を
基
に

先
端
数

値
解
析

モ
デ

ル
の

構
築
に
着
手

。
 

護
雅
史

 

（
名
古
屋
大
学
）

 

S
in

an
 A

K
K

A
R
 

 (
K

O
E
R
I)
 

3
-

3 既
存

構
造
物

の
振
動
予
測
と
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ

プ
の

高
度
化

を
図
る
。

 

(2
01

3
) 

・
ト
ル

コ
側

が
入
手

し
た
イ

ス
タ
ン

ブ
ー

ル
近

郊
の

詳
細
地

理
デ
ー

タ
を
用

い
、

都
市

モ
デ
ル
の
作
成
に

着
手

。
 

・
20

13
年

9
月
よ

り
1
年

の
予
定

で
、
東

京
大

学
地

震
研
究

所
に
ト

ル
コ
人

研
究

者
が

客
員

准
教
授
と
し

て
滞

在
し
、
イ
ス

タ
ン
ブ

ー
ル
の

地
理
情

報
シ

ス
テ

ム
の
分

析
と
都

市
モ
デ

ル
の

作
成

技
術
を
習
得
中
。

後
に

正
式
に

ト
ル
コ

側
の
カ

ウ
ン
タ

ー
パ

ー
ト

と
し

て
追
加

さ
れ
た

。
 

(2
01

4
) 

・
試
行

的
に

都
市
モ

デ
ル
を

利
用
し

た
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ
ン

ベ
ー
ス

の
ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
を

作
成
。
ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ
プ

作
成
に

M
at

la
b
ベ

ー
ス

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
利
用

す
る
こ

と
に
な

っ
た

こ
と

か
ら
、
イ
ン
タ

ー
ン

留
学
生

（
短
期

研
究
）

を
受
入

れ
、

日
本

の
地

震
被
害

評
価
手

法
の
基

本
の

理
解

・
習

得
を
行
っ

た
。

 

堀
宗
朗

 

（
東
京
大
学
地
震
研
究
所
）

 

M
.S

em
ih

 Y
U

C
E
M

E
N

 

(M
E
T

U
) 

成
果

 4
) 
防

災
教
育
を
含
む
地
震
災
害
の
情
報
発
信
と
対
応
策
が
共

同
検
討

さ
れ

る
。

 

「
研

究
結

果
に
基

づ
く
防

災
教
育
」
グ
ル
ー
プ

 

隈
本

邦
彦

 

（
江

戸
川

大
学

メ
デ

ィ
ア

コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
学
部
）

 

G
u
lu

m
 T

A
N

IR
C

A
N

  
 

(K
O

E
R
I)
 

M
et

e 
M

ir
za

og
lu

 (
A

F
A

D
) 

4
-

1 防
災

教
育
プ

ロ
グ
ラ
ム
が
改
善
さ
れ
る
。

 

（
研

究
結
果

に
基
づ
く
視
聴
覚
教
材
の
開
発
）

 

(2
01

3
) 

・
ト
ル

コ
の

防
災
教

育
実
践

状
況
の

把
握

。
 

・
ト
ル

コ
の

防
災
コ

ン
テ
ン

ツ
の
収

集
。

 

・
第

1
回

JC
C
（

2
01

3
年

12
月

）
後
、
日

本
側
研

究
者

2
名

が
ブ

ル
サ
及

び
ア

ン
カ

ラ
を
訪
問
し
、
ブ
ル

サ
防
災

館
の

視
察
、

国
民
教

育
省
の

防
災

教
育

関
係

者
等
と

の
打
ち

合
わ
せ

を
実

施
。

 

阪
本

真
由
美

 

（
名
古
屋
大
学
）

 

G
u
lu

m
 B

ir
go

re
n
 T

A
N

IR
C

A
N

 

(K
O

E
R
I)
 



  

A10-4 

(2
01

4
) 

・
20

14
年

5
月
に

ト
ル
コ

側
研
究

者
1
名

が
来

日
。

日
本
の

防
災
の

実
践
事

例
に

つ
い

て
、
関

係
者
と
意

見
交
換

。
 

・
ト
ル
コ
と

の
日
本

の
防
災

教
育
教

材
の

比
較

検
討

と
テ
ー

マ
選
定

。
 

・
津
波
に
つ

い
て
防

災
教
育

用
の
視

聴
覚

教
材

を
作

製
、
防

災
教
育

教
本
を

作
成

（
今

後
、
国
民
教
育
省

と
連
携

し
て

、
小
中

学
校
に

お
け
る

防
災

教
育

の
教

材
と
し

て
の
活

用
を
検

討
）

  

(2
01

5
) 

・
策
定

し
た

防
災
教

材
を
活

用
し
た

防
災

教
育

の
実

践
（

K
O

E
R
I）

 

・
防
災
教
育

実
施
状

況
に
関

す
る
社

会
調

査
の

検
討

 

・
視
聴
覚
教

材
の
検

討
・
制

作
準
備

（
2
01

5
年

7
月

）
 

4
-

2 情
報

発
信
に

お
け
る
メ
デ
ィ
ア
の
有
効
活
用

体
制

を
検
討

す
る
。

 

(2
01

3
) 

・
メ
デ

ィ
ア

―
研
究

者
間
の

ネ
ッ
ト

ワ
ー

ク
の

確
立

状
況
の

検
討

 

(2
01

4
) 

・
20

14
年

11
月

25
日

に
、

K
O

E
R
I
に

て
メ

デ
ィ

ア
を
対

象
と
し

た
セ
ミ

ナ
ー

を
開

催
し

、
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
で
作

成
し

た
津
波

に
関
す

る
ビ
デ

オ
教

材
の

上
映

、
津
波

ハ
ン
ド

ブ
ッ
ク

を
紹

介
。

A
T

V
、

N
T

V
等

の
テ
レ

ビ
、

M
ill

iy
et

等
の

新
聞

記
者
な
ど

約
30

名
が
参

加
。

 

・
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

成
果
を

幅
広
く

伝
え

る
た

め
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

を
作
成
。

 

(2
01

5
) 

・
メ
デ

ィ
ア

セ
ミ
ナ

ー
開
催

に
向
け

た
調

整
（

2
01

5
年

5
月

、
7
月

）
 

・
メ
デ
ィ
ア

セ
ミ
ナ

ー
の
開

催
（

20
15

年
9
月

7
日

）
 

隈
本

邦
彦

 

（
江
戸
川
大
学
）

 

G
u
lu

m
 B

ir
go

re
n
 T

A
N

IR
C

A
N

 

(K
O

E
R
I)
 

4
-

3 地
域

防
災
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
通
じ
た
防
災
対

策
の

改
善
。

 

(2
01

4
) 

・
コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ
に

お
け
る
防

災
力

改
善

に
向

け
た

取
り
組

み
の
検

討
。
セ

ミ
ナ

ー
実

施
に

向
け
た
調
整

A
F
A

D
、

Y
al

ov
a
県

A
F
A

D
 

・
Y

al
o
va

県
A

F
A

D
事

務
所

に
て
セ

ミ
ナ

ー
の

た
め

の
準
備

会
合
を

実
施
（

20
15

年
2
月

）
 

(2
01

5
) 

・
 Y

al
o
va

県
A

F
A

D
事

務
所
に

て
、
地

域
の

防
災

関
係

者
（
行

政
、
企

業
、
地

域
防

災
組

織
な
ど
）
を
対

象
に
統

合
的

災
害
リ

ス
ク
管

理
セ
ミ

ナ
ー

を
開

催
（

20
15

年
4
月

28
日

）
 

・
 マ

ル
マ

ラ
海

市
長
連

合
と
今

後
の
地

域
防

災
コ

ミ
ュ

ニ
テ
ィ

改
善
に

向
け
た

取
り

組
み

の
協
議
（

20
15

年
5
月

）
 

・
 マ

ル
マ

ラ
海

市
長
連

合
と
と

も
に
市

長
連

合
フ

ォ
ー

ラ
ム
に

お
け
る

報
告
（

B
ur

sa
 2

0
15

年
5
月
）

 

・
 Y

al
o
va

県
に

お
け
る

セ
ミ
ナ

ー
後
の

事
業

状
況

の
フ

ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ

（
A

F
A

D
派

遣
長

期
専
門
家
の
連

携
に

よ
る
）
（

20
15

年
7
月
）

 

・
 テ

キ
ル

ダ
ー

に
て
、

テ
キ
ル

ダ
ー
市

と
地

域
防

災
セ

ミ
ナ
ー

を
開
催

（
2
01

5
年

9
月

8
日
）

 

阪
本

真
由
美

 

（
名
古
屋
大
学
）

 

O
sm

an
 K

IL
IC

 

(I
M

M
) 

注
）

主
に
平

成
24

～
26

年
度
実
施
報
告
書
及
び
中
間
報
告
書
を
基

に
作
成

。
 

    
    

    
    

    
  

  
 

  
 
 



  

A10-4 

(2
01

4
) 

・
20

14
年

5
月
に

ト
ル
コ

側
研
究

者
1
名

が
来

日
。

日
本
の

防
災
の

実
践
事

例
に

つ
い

て
、
関

係
者
と
意

見
交

換
。

 

・
ト
ル

コ
と

の
日
本

の
防
災

教
育
教

材
の

比
較

検
討

と
テ
ー

マ
選
定

。
 

・
津
波

に
つ

い
て
防

災
教
育

用
の
視

聴
覚

教
材

を
作

製
、
防

災
教
育

教
本
を

作
成

（
今

後
、

国
民
教
育
省

と
連

携
し
て

、
小
中

学
校
に

お
け
る

防
災

教
育

の
教

材
と
し

て
の
活

用
を
検

討
）

  

(2
01

5
) 

・
策
定

し
た

防
災
教

材
を
活

用
し
た

防
災

教
育

の
実

践
（

K
O

E
R
I）

 

・
防
災

教
育

実
施
状

況
に
関

す
る
社

会
調

査
の

検
討

 

・
視
聴

覚
教

材
の
検

討
・
制

作
準
備

（
2
01

5
年

7
月
）

 

4
-

2 情
報

発
信
に

お
け
る
メ
デ
ィ
ア
の
有
効
活
用

体
制

を
検
討

す
る
。

 

(2
01

3
) 

・
メ
デ

ィ
ア

―
研
究

者
間
の

ネ
ッ
ト

ワ
ー

ク
の

確
立

状
況
の

検
討

 

(2
01

4
) 

・
20

14
年

11
月

25
日

に
、

K
O

E
R
I
に

て
メ

デ
ィ

ア
を
対

象
と
し

た
セ
ミ

ナ
ー

を
開

催
し
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
で
作

成
し

た
津
波

に
関
す

る
ビ
デ

オ
教

材
の

上
映

、
津
波

ハ
ン
ド

ブ
ッ
ク

を
紹

介
。

A
T

V
、

N
T

V
等

の
テ

レ
ビ
、

M
ill

iy
et

等
の

新
聞

記
者
な
ど

約
30

名
が
参

加
。

 

・
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

成
果
を

幅
広
く

伝
え

る
た

め
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

を
作

成
。

 

(2
01

5
) 

・
メ
デ

ィ
ア

セ
ミ
ナ

ー
開
催

に
向
け

た
調

整
（

2
01

5
年

5
月

、
7
月

）
 

・
メ
デ

ィ
ア

セ
ミ
ナ

ー
の
開

催
（

20
15

年
9
月

7
日

）
 

隈
本

邦
彦

 

（
江

戸
川
大
学
）

 

G
u
lu

m
 B

ir
go

re
n
 T

A
N

IR
C

A
N

 

(K
O

E
R
I)
 

4
-

3 地
域

防
災
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
通
じ
た
防
災
対

策
の

改
善
。

 

(2
01

4
) 

・
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
に

お
け
る

防
災
力

改
善

に
向

け
た

取
り
組

み
の
検

討
。
セ

ミ
ナ

ー
実

施
に
向
け
た
調
整

A
F
A

D
、

Y
al

ov
a
県

A
F
A

D
 

・
Y

al
o
va

県
A

F
A

D
事

務
所

に
て
セ

ミ
ナ

ー
の

た
め

の
準
備

会
合
を

実
施
（

20
15

年
2
月

）
 

(2
01

5
) 

・
 Y

al
o
va

県
A

F
A

D
事

務
所
に

て
、
地

域
の

防
災

関
係

者
（
行

政
、
企

業
、
地

域
防

災
組

織
な
ど
）
を
対

象
に
統

合
的

災
害
リ

ス
ク
管

理
セ
ミ

ナ
ー

を
開

催
（

20
15

年
4
月

28
日

）
 

・
 マ

ル
マ

ラ
海

市
長
連

合
と
今

後
の
地

域
防

災
コ

ミ
ュ

ニ
テ
ィ

改
善
に

向
け
た

取
り

組
み

の
協
議
（

20
15

年
5
月

）
 

・
 マ

ル
マ

ラ
海

市
長
連

合
と
と

も
に
市

長
連

合
フ

ォ
ー

ラ
ム
に

お
け
る

報
告
（

B
ur

sa
 2

0
15

年
5
月
）

 

・
 Y

al
o
va

県
に

お
け
る

セ
ミ
ナ

ー
後
の

事
業

状
況

の
フ

ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ

（
A

F
A

D
派

遣
長

期
専
門
家
の
連

携
に

よ
る
）
（

20
15

年
7
月
）

 

・
 テ

キ
ル

ダ
ー

に
て
、

テ
キ
ル

ダ
ー
市

と
地

域
防

災
セ

ミ
ナ
ー

を
開
催

（
2
01

5
年

9
月

8
日
）

 

阪
本

真
由
美

 

（
名
古
屋
大
学
）

 

O
sm

an
 K

IL
IC

 

(I
M

M
) 

注
）

主
に
平

成
24

～
26

年
度
実
施
報
告
書

及
び
中
間
報
告
書
を
基

に
作
成

。
 

    
    

    
    

    
  

  
 

  
 
 

  

A11-1 

添添
付付

11
11
：：

評評
価価

ググ
リリ
ッッ
ドド

  

2
01

5
年

8
月

22
日

 

評
価

項
目

 
評
価
設
問

 
小

項
目

・
判

断
基
準

 
情
報
入
手
先

 ・
入
手
手
段

 

1
. 
妥

当
性

 
1
.1

 国
家
・
地
方
レ
ベ
ル
で
、
防
災
に
か

か

る
新
た
な
政
策
／
戦
略
の
動
き
・
変

化
は

あ
る
か
。

 

・
N

E
SA

P
20

23
（

ト
ル

コ
国
地

震
戦
略

及
び
行

動
計
画

）
以

外
の

新
た
な

防
災
関
連
政
策
の
策
定
状
況
。 

・
イ

ス
タ
ン

ブ
ー
ル

を
含
む

マ
ル
マ

ラ
海

沿
岸

8
県

の
地
方

自
治
体

の
防
災

政
策
と
ニ
ー
ズ
、
研
究
成

果
活

用
の
可

能
性
。

 

・
K

O
E
R
I（

ボ
ア
ジ
チ
大
学
）
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問
票

 

・
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
か
ら
の
情
報

 

・
A

F
A

D
及
び
関

係
機
関
ヒ
ア
リ
ン
グ

 

・
マ
ル
マ
ラ
海
沿
岸
の
地
方
自
治
体
か
ら
の
聞
き
取
り

 

1
.2

 実
施
機
関
の
ニ
ー
ズ
・
期
待
と
の
整

合

性
に
変
化
は
な
い
か
。

 

・
責
任

機
関
（
ボ

ア
ジ

チ
大

学
）
、
実

施
機

関
（

K
O

E
R
I）

の
地
震
・
津

波
被

害
軽

減
に

関
す

る
研

究
・

活
動

計
画
文

書
で
の

記
載
。

 

・
カ

ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
は
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
を

業
務
の

一
環
と

捉
え
て
い
る
か

。
 

・
K

O
E
R
I（

ボ
ア
ジ
チ

大
学
）
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問
票

 

・
関
連
文
書
、
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

 

1
.3

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
サ
イ
ト
の
選
択
は

適

切
か
。

  

・
当

該
国
で

マ
ル
マ

ラ
地
域

を
対
象

と
す

る
こ

と
の

適
切
性

に
変
更

は
な
い
か
（
社
会
経
済
状
況
の
変

化
、

地
震
に

関
す
る

新
た
な

科
学
的

知
見

、
地

域
の

政
策
的

位
置
づ

け
な
ど
）。

 

・
K

O
E
R
I（

ボ
ア
ジ
チ
大
学
）
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問
票

 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

1
.4

 実
施
機
関
の
組
織
・
人
員

体
制

に
変

化

は
あ
っ
た
か
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実
施

に
係
る

組
織
体
制

の
変

化
（
及

び
主
要

カ
ウ
ン

タ
ー
パ
ー
ト
の
異
動
）
の

有
無

。 
・

K
O

E
R
I（

ボ
ア
ジ
チ
大
学
）
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問
票

 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

1
.5

 ト
ル
コ

へ
の
日
本
の
協
力
方
針
と
整

合

し
て
い
る
か
。

 

・
開

発
協
力

大
綱
（

20
15

年
2
月
閣

議
決

定
）
と
の

整
合
性

 –
 自

然
災
害
及
び
防
災
対
策
は
、
重
点

課
題

「
地
球

規
模
課

題
へ
の

取
組
を

通
じ

た
持

続
可

能
で
強

靭
な
国

際
社
会
の
構
築
」
に
位
置
づ

け
ら

れ
て
い

る
。

 

・
対

ト
ル
コ

国
別
援

助
方
針

（
2
01

2
年

12
月

）、
事

業
展

開
計
画

の
そ
の
後
の
更
新
の
有
無
。

 

・
仙

台
防

災
枠

組
（

20
15

-
20

3
0
）
と

の
整

合
性

 -
 期

待
さ

れ
る

成
果
と
目
標
、

4
つ
の
優
先
行
動
事

項
。

 

・
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
か
ら
の
情
報

 

・
JI

C
A
担
当
部
署

打
ち
合
わ
せ
、
現
地
日
本
大
使
館

 

2
. 
有

効
性

（
成

果
・

実
績
）

 

2
.1

 成
果

1
 –

 海
底
観
測
に
基
づ
く
想
定

マ

ル
マ
ラ
地
震
の
震
源
モ
デ
ル
が
構
築

さ
れ

る
。

 

各
活

動
の
進

捗
度
を

別
途
、

成
果
グ

リ
ッ

ド
に

整
理

。
 

・
 こ

れ
ま

で
ト

ル
コ
側

に
は

O
B

S
の
運
用

実
績

は
な

い
。（

→
 J

A
M

S
T

E
C
の
船
舶
を
用
い
た
構

造
探

査
航
海

に
招
聘

し
、

O
B

S
運

用
の
ノ

ウ
ハ

ウ
を

伝
授
。
）

 

・
K

O
E
R
I
及
び

IU
（
必
要
に
よ
り

IT
U
、

E
O

U
）
イ
ン

タ
ビ
ュ
ー

/
質
問
票

 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

2
.2

 成
果

 2
 -

 想
定
マ
ル
マ
ラ
地
震
の
連

動

性
評
価
と
津
波
の
予
測
が
な
さ
れ
る

。
  

各
活

動
の
進

捗
度
を

別
途
、

成
果
グ

リ
ッ

ド
に

整
理

。
 

・
 地

震
発

生
サ

イ
ク
ル

や
破
壊

伝
播
の

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン
は

、
ト
ル
コ
に
は
専
門
と
す
る
研
究

者
が

い
な
い

。（
→

 大
学
院

生
か
ら

の
育

成
を

実
施

。）
 

・
 マ

ル
マ

ラ
海

の
津
波

デ
ー
タ

ベ
ー
ス

・
津

波
即

時
予

測
は
、

ト
ル
コ
側
メ
ン
バ
ー
が

E
U
関
係

の
津

波
即
時

予
測
シ

ス
テ
ム

で
先
導

的
役

割
を

果
た

す
な
ど

実
力
あ
り
。（

→
 ト

ル
コ
側
主
体

で
共

同
研
究

を
進
め

て
い
る

。）
 

・
 津

波
遡

上
シ

ミ
ュ
レ

ー
シ
ョ

ン
で
重

要
と

な
る

3
次

元
計
算

は
日
本
が
先
進
。（

→
 ト

ル
コ
の

若
手

研
究
者

を
招
聘

し
て
研

修
。
）

 

・
M

E
T

U
（
必
要
に
よ
り

K
O

E
R
I）

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質

問
票

 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

2
.3

 成
果

 3
 –

 想
定
マ
ル
マ
ラ
地
震
に
よ

る

構
造
物
の
振
動
・
倒
壊
危
険
性
予
測

が
な

さ
れ
る
。

 

各
活

動
の
進

捗
度
を

別
途
、

成
果
グ

リ
ッ

ド
に

整
理

。
 

・
 現

地
の

研
究

者
に
よ

る
積
極

的
な
観

測
機

器
の

管
理

が
必
須

。
 

・
 若

手
研

究
者

の
育
成

が
重
要

。（
→

 両
国

の
大

学
院

生
を
現

地
調
査
に
参
加
さ
せ
て
い
る
。）

 

・
A

F
A

D
（
必
要
に
よ
り

IU
、

K
O

E
R
I、

M
E
T

U
）
イ
ン

タ
ビ
ュ
ー

/
質
問
票

 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

2
.4

 成
果

4
 -

 防
災
教
育
を
含
む
地
震
災

害

の
情
報
発
信
と
対
応
策
が
共
同
立
案

さ
れ

る
。

 

各
活

動
の
進

捗
度
を

別
途
、

成
果
グ

リ
ッ

ド
に

整
理

。
 

・
 防

災
教

育
の

タ
ー
ゲ

ッ
ト
は

明
確
に

設
定

さ
れ

た
か

。（
こ

れ
ま

で
マ
ル
マ
ラ
海
周
辺
地
域
で

は
、

コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

向
け
・

学
校
向

け
防

災
教

育
は

多
く
実

施
さ
れ
て
き
て
い
る
）
→

 ト
ル

コ
で

は
津
波

に
関
す

る
教
材

が
殆
ど

な
い

こ
と

が
判

明
 

・
 科

学
者

と
一

般
社
会

と
の
双

方
向
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン
を

橋
渡
し

す
る
人
材
の
育
成
が
必

要
 

・
K

O
E
R
I
及
び

A
F
A

D
（
必
要
に
よ
り

S
A

U
、

IM
M
）
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問
票

 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

2
.5

 R
/
D
に
合
意
さ
れ
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

目

標
「
地
震
・
津
波
の
早
期
予
測
能
力

が
改

善
さ
れ
、
防
災
意
識
の
向
上
を
促
進
す
る

」

の
達
成
見
込
み
。

 

・
協

力
概
要
（

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
目
標

達
成

の
た

め
の

成
果
及

び
活
動

）
の
調
整
・
変
更
の
必
要
性
は
あ

る
か

。
 

・
P
D

M
の
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
・
成

果
レ

ベ
ル

の
各

指
標
は

、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
の
成
果

/
実
績

を
図

れ
る
よ

う
適
切

に
設
定

さ
れ
て

い
る

か
。

 

・
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問

票
 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

3
. 
効

率
性

（
実

施
プ
ロ

セ
ス
）

 

3
.1

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
計
画

は
関
係

者
間

で

認
識
・
共
有
さ
れ
て
い
る
か

。
 

・
R
/
D
締
結

2
01

3
年

2
月

8
日

 （
国
際

共
同

研
究

期
間
は

2
01

3
年

5
月

1
日
か
ら
開
始
）

 

・
マ

ス
タ
ー

プ
ラ
ン

（
又
は

P
D

M
）
は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

計
画
と

し
て
関
係
者
の
間
に
明
瞭
に
認

識
・

理
解
さ

れ
て
い

る
か
。

 

・
R
/
D
、
詳
細
計
画
策
定
調
査
報
告
書

 

・
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問

票
 



  

A11-2 

4
. 
イ

ン
パ

ク
ト

・
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
開

始
後
の

、
マ
ス

タ
ー

プ
ラ

ン
（

又
は

P
D

M
）

の
更

新
・
改
訂
の
有
無
。

 

・
活

動
計
画

（
P
O
）

と
実
際

の
活
動

の
間

の
差

異
の

有
無
、

差
異
の

場
合
は

そ
の
原
因
。

 

・
各

成
果
の

間
の
連

携
、
補

完
は
十

分
か

。
特

に
成

果
4
は

、
成
果

1
～

3
の
研
究
成
果
を
反
映
さ
せ

る
進

め
方
に

な
っ
て

い
る
か

。
 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

3
.2

 R
/
D
に
合
意
さ
れ
た
実
施
体
制
は
守

ら

れ
て
い
る
か
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
・
ス
ー

パ
ー
バ

イ
ザ
ー
（

ボ
ア
ジ

チ
大
学

）、
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
・
マ
ネ
ジ
ャ
ー
（

K
O

E
R
I）
、

特
に

チ
ー
ム

リ
ー
ダ

ー
の
任

命
状
況

。
 

・
双

方
の
研

究
者
の

グ
ル
ー

プ
分
け

、
各

活
動

へ
の

ア
サ
イ

ン
は
明

確
か
。

 

・
JC

C
の

定
期

的
（

R
/
D
に
よ

る
と
年

2
回
）

な
開
催

状
況
、

議
題
及

び
出
席
者
の
確

認
。

 

1
) 
キ

ッ
ク

オ
フ

ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ

プ
（

20
13

年
5
月

2
-3

日
、

K
O

E
R
I）

 

2
) 
第

1
回

JC
C
（

20
13

年
12

月
24

日
）

 

3
) 
第

2
回

JC
C
（

20
14

年
8
月

30
日
）

 

4
) 
第

3
回

JC
C
（

20
15

年
9
月

11
日
）

予
定

 

・
A

F
A

D
は

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
実
施

に
主

体
的

に
参

加
す
る

と
と
も

に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
し
て
防
災

関
係

省
庁
・

機
関
の

調
整
を

行
っ
て

い
る

か
。

 

・
A

F
A

D
の
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
実

施
の
た
め

の
、
人

員
体

制
が
確

立
さ
れ

て
い
る
か
（
頻
繁
な
人
員
交
代

が
な

さ
れ
て

い
な
い

か
）
。

 

・（
R
/
D
に

記
載
の

あ
る

）
年
次

モ
ニ
タ

リ
ン

グ
レ

ポ
ー
ト

は
作
成

さ
れ

、
関
係
者
で
共
有
さ
れ
て
い

る
か

。
 

・
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問

票
 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告

書
 

・
JC

C
議
事
録

 

・
（

R
/
D
に
記
載
の

あ
る
）
年
次
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
レ
ポ
ー

ト
 

3
.3

 R
/
D
に
合
意
さ
れ
た
投
入
は
予
定
ど

お

り
実
施
さ
れ
て
い
る
か
。

 

・
専

門
家
の

派
遣
実

績
（
担

当
分
野

、
人

数
、

現
地

滞
在
期

間
）
の

ア
ッ
プ
デ
ー
ト

 

・
日

本
で
の

研
究
員

の
受
入

状
況
（

研
究

分
野

、
時

期
・
期

間
、
参

加
者
、
受
入
機
関
）

 

・
調

達
機
材

（
機
材

の
種
類

、
時
期

、
数

量
、

金
額

）
の
ス

ッ
ペ
ク

や
実
際
の
使
用
状
況

 

→
 観

測
機
材

が
多
数

導
入
さ

れ
て
お

り
、

そ
れ

ら
の
設

置
等
で

課
題
は
な
か
っ

た
か
。
ま
た
、
今

後
の

対
処
と

し
て
検

討
し
て

お
く
べ

き
こ

と
は

な
い

か
（

メ
ン
テ

ナ
ン
ス
の
体
制
・
費
用
、
説
明

書
の

管
理
な

ど
）
。

 

・
カ

ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
の
任

命
・
参

加
の

状
況

（
人

数
、
担

当
分
野

、
関
与
の
程
度
）

 
 

・
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
へ

の
施
設

等
の
提

供
 

・
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

/
質
問

票
 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

・
実
施
報
告
書
の
中
の
投
入
実
績
に
関
す
る
資
料

 

3
.4

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
の
た
め
の
ト
ル

コ

側
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
予
算
は
措
置

さ
れ

て
い
る
か
。

 

・
20

13
年

、
2
01

4
年
、

20
15

年
の
ト
ル

コ
側

（
主

に
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
）
の
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
活
動

費
の
支

出
状
況

 

・
日

本
側
の

現
地
活

動
費
の

支
出
状

況
 

 

・
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問

票
 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

・
実
施
報
告
書
の
中
の
投
入
実
績
に
関
す
る
資
料

 

3
.5

 専
門
家
と
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
と
の

間

の
定
期
的
・
日
常
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン
は
十
分
か
。

 

・
（

JC
C
以

外
の
）

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

調
整

の
た

め
の

内
部
的

打
合
せ

会
議
の
開
催
の
有
無

 

・
専

門
家
が

ト
ル
コ

不
在
中

の
コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は
十

分
か
。

 

・
ニ

ュ
ー
ス

レ
タ
ー

・
パ
ン

フ
レ
ッ

ト
等

に
よ

る
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
広

報
は
行
わ
れ
て

い
る
か
。

 

1
) 
メ

デ
ィ

ア
カ

ン
フ
ェ

レ
ン
ス

 (
2
01

4
年

8
月

16
日

)で
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
紹
介

 

2
) 
M

ar
D

iM
 W

eb
si

te
  

ht
tp

:/
/
w
w
w
.m

ar
d
im

p
ro

je
ct

.o
rg

/
 

・
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問

票
 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及

び
実
施
報
告
書

 

 

3
.6

 日
本
側
研
究
機
関
で
の
間
、
ト
ル
コ

側

関
係
機
関
で
の
間
の
定
期
的
・
日
常

的
な

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
十
分
か
。

 

・
日

本
側
研

究
者
同

士
（
グ
ル

ー
プ

内
及

び
グ

ル
ー

プ
間
）
の

情
報

共
有
・
活
動
の
調
整
は
図
ら
れ
て

い
る

か
。

 

・
ト

ル
コ
側

研
究
者

同
士
（

グ
ル
ー

プ
内

及
び

グ
ル

ー
プ
間

）
の
情

報
共
有
は
図
ら
れ
て
い
る
か

 

（
→

 特
に

ト
ル

コ
側
で

の
研
究

機
関
と

行
政

機
関

の
連
携

強
化
の

必
要
性
が
詳
細
計
画
策
定
調

査
時

に
指
摘

さ
れ
て

い
る
）
。

 

・
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
実

施
期
間

中
に
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン
の

向
上
は

見
ら
れ
た
か
。

 

・
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
（
必
要
に
よ
り
、

IT
U
、

E
O

U
、

S
A

U
、

IM
M
）
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問
票

 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

 

3
.7

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
現
時
点
ま
で
の
促

進

要
因
・
阻
害
要
因
。

 

・
P
D

M
に

記
載

の
外
部

条
件
の

発
現
は
あ

っ
た

か
。

 

・
特

記
し
て

お
く
べ

き
促
進

要
因
・

阻
害

要
因

は
何

か
あ
っ

た
か
。

 

・
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問

票
 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

 
4
.1

 上
位
目
標
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後

3

－
5
年
で
の
達
成
が
見
込
め
る
か
。

 

・
現

時
点
で

も
上
位

目
標
の

設
定
は
適
切

か
。

 

 

・
K

O
E
R
I（

ボ
ア
ジ
チ
大
学
）
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問
票

 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

 
4
.2

想
定
さ
れ
る
ポ
ジ

テ
ィ
ブ
・
ネ
ガ

テ
ィ

ブ
・

想
定

さ
れ

る
ト
ル

コ
側
で

の
イ
ン

パ
ク

ト
 

・
K

O
E
R
I（

ボ
ア
ジ
チ
大
学

）
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問
票
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4
. 
イ

ン
パ

ク
ト

・
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
開

始
後
の

、
マ
ス

タ
ー

プ
ラ

ン
（

又
は

P
D

M
）

の
更

新
・
改
訂
の
有
無
。

 

・
活

動
計
画

（
P
O
）

と
実
際

の
活
動

の
間

の
差

異
の

有
無
、

差
異
の

場
合
は

そ
の
原
因
。

 

・
各

成
果
の

間
の
連

携
、
補

完
は
十

分
か

。
特

に
成

果
4
は

、
成
果

1
～

3
の
研
究
成
果
を
反
映
さ
せ

る
進

め
方
に

な
っ
て

い
る
か

。
 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

3
.2

 R
/
D
に
合
意
さ
れ
た
実
施
体
制
は
守

ら

れ
て
い
る
か
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
・
ス
ー

パ
ー
バ

イ
ザ
ー
（

ボ
ア
ジ

チ
大
学

）、
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
・
マ
ネ
ジ
ャ
ー
（

K
O

E
R
I）
、

特
に

チ
ー
ム

リ
ー
ダ

ー
の
任

命
状
況

。
 

・
双

方
の
研

究
者
の

グ
ル
ー

プ
分
け

、
各

活
動

へ
の

ア
サ
イ

ン
は
明

確
か
。

 

・
JC

C
の

定
期

的
（

R
/
D
に
よ

る
と
年

2
回
）

な
開
催

状
況
、

議
題
及

び
出
席
者
の
確

認
。

 

1
) 
キ

ッ
ク

オ
フ

ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ

プ
（

20
13

年
5
月

2
-3

日
、

K
O

E
R
I）

 

2
) 
第

1
回

JC
C
（

20
13

年
12

月
24

日
）

 

3
) 
第

2
回

JC
C
（

20
14

年
8
月

30
日
）

 

4
) 
第

3
回

JC
C
（

20
15

年
9
月

11
日
）

予
定

 

・
A

F
A

D
は

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
実
施

に
主

体
的

に
参

加
す
る

と
と
も

に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
し
て
防
災

関
係

省
庁
・

機
関
の

調
整
を

行
っ
て

い
る

か
。

 

・
A

F
A

D
の
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
実

施
の
た
め

の
、
人

員
体

制
が
確

立
さ
れ

て
い
る
か
（
頻
繁
な
人
員
交
代

が
な

さ
れ
て

い
な
い

か
）
。

 

・（
R
/
D
に

記
載
の

あ
る

）
年
次

モ
ニ
タ

リ
ン

グ
レ

ポ
ー
ト

は
作
成

さ
れ
、
関
係
者
で
共
有
さ

れ
て
い

る
か

。
 

・
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問

票
 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告

書
 

・
JC

C
議
事
録

 

・
（

R
/
D
に
記
載
の

あ
る
）
年
次
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
レ
ポ
ー

ト
 

3
.3

 R
/
D
に
合
意
さ
れ
た
投
入
は
予
定
ど

お

り
実
施
さ
れ
て
い
る
か
。

 

・
専

門
家
の

派
遣
実

績
（
担

当
分
野

、
人

数
、

現
地

滞
在
期

間
）
の

ア
ッ
プ
デ
ー
ト

 

・
日

本
で
の

研
究
員

の
受
入

状
況
（

研
究

分
野

、
時

期
・
期

間
、
参

加
者
、
受
入
機
関
）

 

・
調

達
機
材

（
機
材

の
種
類

、
時
期

、
数

量
、

金
額

）
の
ス

ッ
ペ
ク

や
実
際
の
使
用
状
況

 

→
 観

測
機
材

が
多
数

導
入
さ

れ
て
お

り
、

そ
れ

ら
の
設
置

等
で

課
題
は
な
か
っ

た
か
。
ま
た
、
今

後
の

対
処
と

し
て
検

討
し
て

お
く
べ

き
こ

と
は

な
い

か
（

メ
ン
テ

ナ
ン
ス
の
体
制
・
費
用
、
説
明

書
の

管
理
な

ど
）
。

 

・
カ

ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
の
任

命
・
参

加
の

状
況

（
人

数
、
担

当
分
野

、
関
与
の
程
度
）

 
 

・
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
へ

の
施
設

等
の
提

供
 

・
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

/
質
問

票
 

・
専
門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

・
実
施
報
告
書
の
中
の
投
入
実
績
に
関
す
る

資
料

 

3
.4

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
の
た
め
の
ト
ル

コ

側
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
予
算
は
措
置

さ
れ

て
い
る
か
。

 

・
20

13
年

、
2
01

4
年
、

20
15

年
の
ト
ル

コ
側

（
主

に
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
）
の
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
活
動

費
の
支

出
状
況

 

・
日

本
側
の

現
地
活

動
費
の

支
出
状

況
 

 

・
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問

票
 

・
専
門
家
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

・
実
施
報
告
書
の
中
の
投
入
実
績
に
関
す
る
資
料

 

3
.5

 専
門
家
と
カ
ウ

ン
タ
ー
パ
ー
ト
と
の

間

の
定
期
的
・
日
常
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン
は
十
分
か

。
 

・
（

JC
C
以

外
の
）

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

調
整

の
た

め
の

内
部
的

打
合
せ

会
議
の
開
催
の
有
無

 

・
専

門
家
が

ト
ル
コ

不
在
中

の
コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は
十

分
か
。

 

・
ニ

ュ
ー
ス

レ
タ
ー

・
パ
ン

フ
レ
ッ

ト
等

に
よ

る
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
広

報
は
行
わ
れ
て

い
る
か
。

 

1
) 
メ

デ
ィ

ア
カ

ン
フ
ェ

レ
ン
ス

 (
2
01

4
年

8
月

16
日

)で
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
紹
介

 

2
) 
M

ar
D

iM
 W

eb
si

te
  

ht
tp

:/
/
w
w
w
.m

ar
d
im

p
ro

je
ct

.o
rg

/
 

・
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問

票
 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及

び
実
施
報
告
書

 

 

3
.6

 日
本
側
研
究
機
関
で
の
間
、
ト
ル
コ

側

関
係
機
関
で
の
間
の
定
期
的
・
日
常

的
な

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
十
分

か
。

 

・
日

本
側
研

究
者
同

士
（
グ
ル

ー
プ

内
及

び
グ

ル
ー

プ
間
）
の

情
報

共
有
・
活
動
の
調
整
は
図
ら
れ
て

い
る

か
。

 

・
ト

ル
コ
側

研
究
者

同
士
（

グ
ル
ー

プ
内

及
び
グ
ル

ー
プ
間

）
の
情

報
共
有
は
図
ら
れ
て
い
る
か

 

（
→

 特
に

ト
ル

コ
側
で

の
研
究

機
関
と

行
政

機
関

の
連
携

強
化
の

必
要
性
が
詳
細
計
画
策
定
調

査
時

に
指
摘

さ
れ
て

い
る
）
。

 

・
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
実

施
期
間

中
に
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン
の

向
上
は

見
ら
れ
た
か
。

 

・
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
（
必
要
に
よ
り
、

IT
U
、

E
O

U
、

S
A

U
、

IM
M
）
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問
票

 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

 

3
.7

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
現
時
点
ま
で
の
促

進

要
因
・

阻
害
要
因
。

 

・
P
D

M
に

記
載

の
外
部

条
件
の

発
現
は
あ

っ
た

か
。

 

・
特

記
し
て

お
く
べ

き
促
進

要
因
・

阻
害

要
因

は
何

か
あ
っ

た
か
。

 

・
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問

票
 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

 
4
.1

 上
位
目

標
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後

3

－
5
年
で
の
達
成
が
見
込
め
る
か
。

 

・
現

時
点
で

も
上
位

目
標
の

設
定
は

適
切

か
。

 

 

・
K

O
E
R
I（

ボ
ア
ジ
チ
大
学
）
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問
票

 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

 
4
.2

想
定
さ
れ
る

ポ
ジ

テ
ィ
ブ
・
ネ
ガ

テ
ィ

ブ
・

想
定

さ
れ

る
ト
ル

コ
側
で

の
イ
ン

パ
ク

ト
 

・
K

O
E
R
I（

ボ
ア
ジ
チ
大
学

）
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問
票

 

  

A11-3 

注
）

主
に
詳

細
計
画

策
定
調
査
報
告
書
、

平
成

24
～

26
年
度
実

施
報
告

書
、
中

間
報

告
書

、
JC

C
議

事
録
を

基
に
作
成

。
 

な
イ
ン
パ
ク
ト
は
何
か
あ
る
か
。

 
（

マ
ル

マ
ラ

海
狭
に

分
布
す

る
断
層

の
科

学
的

解
明

の
進
展

、
精
緻

な
ハ
ザ
ー
ド
・
リ
ス
ク
評
価

に
よ

る
的
確

な
防
災

計
画
の

作
成
、

ト
ル

コ
側

研
究

者
に
よ

る
新
た
な
技
術

・
知
見
の
獲
得
、
防

災
教

育
教
材

の
充
実

な
ど
）

 

・
想

定
さ
れ

る
日
本

側
へ
の

イ
ン
パ

ク
ト

 

（
研

究
成
果

の
日
本

の
海
底

断
層
研

究
へ

の
フ

ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
、
日

本
側
研
究
者
の
育
成
な
ど

）
 

・
貧

困
削
減

、
環
境

保
全
、

ジ
ェ
ン

ダ
ー

な
ど

の
開

発
課
題

へ
の
寄

与
 

（
防

災
に

お
け
る

ジ
ェ
ン

ダ
ー
視

点
の

重
要

性
が

認
識
さ

れ
て
お

り
、
特
に
防
災
教
育
を
行
う
成
果

4
に
お

い
て
貧

困
・
ジ

ェ
ン
ダ

ー
へ
の
配

慮
も

行
わ

れ
る
予

定
）

 

・
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
以
外

で
の
ト

ル
コ

国
内

・
他

国
に
お

け
る
関

連
行
事
へ
の
出
席
・
発
表

 

 1
) 
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

・
リ
ー

ダ
ー
の

全
国

市
長

連
合

フ
ォ
ー

ラ
ム
に

お
け
る
活
動
紹
介
と
意
見
交
換

（
20

15
年

5
月

14
日

、
ブ
ル

サ
県
）

 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

・
A

F
A

D
及
び
関
係
機
関
ヒ
ア
リ
ン
グ

 

4
.3

 他
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（

JI
C

A
、
国
連

機

関
、
他
国
援
助
機
関
）
と
の

協
力
ま

た
は

そ
の
予
定
は
あ
る
か
。

 

・
他

の
JI

C
A
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

と
の
協
働

は
進

ん
で

い
る
か

。
 

1
) 
地

震
観

測
能

力
強
化

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
（

20
10

-
20

1
3、

G
D

D
A
及
び

K
O

E
R
I）

 

2
) 
防

災
教

育
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
（

20
1
1-

20
14

、
M

O
N

E
及
び

マ
ル
マ

ラ
地
域

8
県
）

 

3
) 
リ

ス
ク

評
価

に
基

づ
く

効
果

的
な

災
害

リ
ス

ク
管

理
の

た
め

の
能

力
開

発
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

（
20

13
-
20

1
7、

A
F
A

D
）

 

・
国

連
・
援

助
機
関

に
よ
る

活
動
、

連
携

・
情

報
交

換
の
状

況
 

1
) 
U

S
A

ID
（

IT
U
に

災
害
管

理
セ
ン

タ
ー

を
設

立
し

、
中

央
政
府

、
県
市
職
員
、
民
間
企
業
を

対

象
に

し
た
防

災
研
修

を
実
施

）
 

2
) 
W

B
（

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
IS

M
E
P
を
実
施

中
で

あ
り

、
耐
震

性
の
あ

る
ビ
ル
を
建
設
予
定
）

 

3
) 
E
U（

20
12

年
11

月
よ

り
調
査

研
究
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

M
ar

S
IT

E
を
実
施
中
。K

O
E
R
Iは

M
ar

S
IT

E

の
コ

ー
デ
ィ

ネ
ー
タ

ー
で
あ

り
、
フ

ラ
ン

ス
や

ド
イ

ツ
の
研

究
者
と
マ
ル
マ
ラ
海
東
部
で
調
査

研
究

を
実
施

。）
 

・
K

O
E
R
I（

ボ
ア
ジ
チ
大
学
）
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問
票

 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

・
他
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
関
係
者
ヒ
ア
リ
ン
グ

 

 

5
. 
持

続
可

能
性

 
5
.1

 政
策
・
制
度
の
観
点
か
ら
の
仕
組
み

は

整
っ
て
い
る
か
。

   

・
ト

ル
コ
側

が
こ
れ

ま
で
実

施
し
て

き
た

地
震
・
津

波
被
害

軽
減
に

関
す
る
研
究
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

内
容

は
、
今

後
も
方

向
性
の

一
致
が

見
込

め
る

か
。

 

・
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
の
維

持
に
向

け
て

、
関

係
機

関
と
何

か
正
式

な
取
り
決
め
を
準
備
す
る
必
要
は

な
い

か
（
組

織
間
の

M
O

U
、

定
期
会
議

の
T

O
R
な

ど
）
。

 

・
K

O
E
R
I（

ボ
ア
ジ
チ
大
学
）
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問
票

 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

・
A

F
A

D
及
び

関
係
機
関
ヒ
ア
リ
ン
グ

 

5
.2

 技
術
的
な
観
点
か
ら
の
持
続
性
は
見

込

め
る
か
。

 

 

・
供

与
機
材

の
継
続

的
な
活

用
は
見

込
め

る
か

。
 

 （
機

材
・

設
備

の
維
持

管
理
体

制
、
ス

ペ
ア

パ
ー

ツ
・
消

耗
品
購

入
の
た
め
の
予
算
、
関
連
説
明
書

等
の

管
理
、

技
術
に

関
す
る

研
修
機

会
な

ど
）

 

 

・
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問

票
 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

 

5
.3

 活
動
を
持
続
し
て
い
く
た
め
の
人
材

は

十
分
か
。

 

・
カ
ウ

ン
タ

ー
パ
ー

ト
（
研

究
者
・
担
当

者
）
は
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
終

了
後
も
同
様
の
研
究
に
関
わ
れ
る

か
。

ま
た
組

織
と
し

て
増
員

の
可
能

性
は

あ
る

か
。

 

・
カ

ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
の
雇

用
形
態

に
パ

ー
マ

ネ
ン

ト
、
テ

ン
ポ
ラ

リ
ー
の
別
は
あ
る
か
。

 

・
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
に
よ

る
人
材

育
成
（

カ
ウ
ン

タ
ー
パ

ー
ト
の

学
位
取
得
、
論
文
執
筆
な
ど
）
は

進
ん

で
い
る

か
。

 

・
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問

票
 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ

ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

 

5
.4

 活
動
へ
の
予
算
手
当
、
財
政
支
援
の

見

通
し
は
あ
る
か
。

 

・
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
実

施
期
間

中
の
、

K
O

E
R
I
の

予
算

確
保

の
実
績

。
 

・
N

E
S
A

P
20

23
に

沿
っ

て
研
究

に
供
す
る

予
算

が
確

保
さ
れ

る
見
通

し
は
あ
る
か
。

 

・
国

連
・
国

際
協
力

機
関
か

ら
の
支

援
ま

た
は

協
働

の
可
能

性
。

 

・
K

O
E
R
I、

IU
、

M
E
T

U
、

A
F
A

D
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問

票
 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書
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b
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 b
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添添付付 1133：：改改訂訂 PPOO 案案  PPrrooppoosseedd  PPOO  ffoorr  RReevviissiioonn 
                                                                                                                                                                                                                              Version 1 

PPllaann  ooff  OOppeerraattiioonn  ((GG11))  

  Research Subjects FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 

11..  EEaarrtthhqquuaakkee  SSoouurrccee  MMooddeell  

【Modeling of 3D velocity structure and Estimation of fault 

geometry and crustal deformation】 

（Earthquake source model Group） 

     

1-1 Long-term sea-bottom seismic observation      

【Current information database】      

【OBS Observation】    Self operation by Turkey 

【Analysis of OBS data】    Self operation by Turkey 

【Estimation of fault geometry】      

【Estimation of source region】      

【Imaging of 3D velocity structure】      

      

1-2 Electromagnetic observation      

【Current information database】      

【OBEM Observation】      

【Analysis of OBEM data】      

【Imaging of crustal fluid distribution】      

      

1-3 Seafloor extensometer measurement      

【Current information database】      

【Inland GPS analysis】      

【Installation of seafloor extensometer measurement 】      

【Data collection and observation】      

【Estimation of crustal deformation】      

      

1-4 Trenching studies      

【Current information database】      

【Trench data survey】      

【Estimation of fault geometry】      

  

  ((GG22))  

Research Subjects FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 

22..  TTssuunnaammii  pprreeddiiccttiioonn  bbaasseedd  oonn  eeaarrtthhqquuaakkee  ccyyccllee  ssiimmuullaattiioonn  

【Estimation of scenario Earthquake】（Earthquake cycle 

simulation Group） 

     

2-1 Earthquake cycle simulation      

【Current information database】      

【Constructing fault and seafloor structure models】      

【Preliminary earthquake generation cycle simulations】      

【Earthquake generation cycle simulation】      

【Refining the numerical models and multiple occurrence 

scenarios】 

     

      

2-2 Tsunami simulation      

【Current information database】      

【Test numerical analysis】      

【Numerical analysis】      

【Tsunami wave height distribution and other tsunami 

parameters】 

     

【Estimation/simulation of seismic and non-seismic tsunami 

scenarios and determination of resultant tsunami parameters 

(height, current, arrival time, momentum flux)】 

     

      

2-3 Tsunami scenario database for sea of Marmara      

【Construction of historical tsunami database】      

【Building the tsunami scenario model】      

【Create tsunami scenario database for all possible 

earthquakes in the region with a tsunami potential】 

     

      

2-4 Improvement of early detection capacity      

【Improvement, implementation and training of earthquake 

analysis method】 
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Research Subjects FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 

【Assessment of the requirements for the implementation of 

the proposed tsunami early warning system】 

     

 

（（GG33））  

Research Subjects FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 

33..  SSeeiissmmiicc  cchhaarraacctteerriizzaattiioonn  aanndd  ddaammaaggee  pprreeddiiccttiioonn  

【Modeling of velocity sub- structure, Damage prediction, 

Improvement of hazard maps】 

（Strong ground motion Group） 

     

3-1 Modeling velocity structure/analyzing for estimating 

strong ground motion 

     

【Continuation of strong motion observations】   measuremen

t and 

analysis 

measuremen

t and 

analysis 

evaluation of 

observed 

data 

【Collecting data of micro-tremors/ambient noise】   measuremen

t and 

analysis 

 

measuremen

t and 

analysis 

 

compile and 

interpretatio

n of data 

【Validating geological model by compiling and utilizing 

recorded data】 

  preparation 

of simulation 

collection of 

past 

earthquake 

data and etc 

validation of 

model 

【Analysis of seismic responses of liquid storage tanks】   development 

of numerical 

analysis 

code 

execution of 

analysis and 

interpretatio

n 

execution of 

analysis and 

interpretatio

n 

【Collecting ambient noise data: 20 more buildings】   measuremen

t and 

analysis 

measuremen

t and 

analysis 

evaluation of 

observed 

data 

      

3-2 Seismic performance assessment using advanced 

numerical analyses and large-scale experiments 

     

【Carrying out E-defense experiment of real-size building】   experiment collection 

and analysis 

of data 

 

【Execution of advanced numerical computation for buildings】   complete 

modeling 

execution interpretatio

n 

3-3 Improving hazard maps of Istanbul      

【Development of deterministic hazard maps】   complete 

modeling, 

execution of 

simulation 

complete 

modeling, 

execution of 

simulation 

interpretatio

n of 

simulation 

results and 

visualization 

【Development of probabilistic hazard maps】   complete 

modeling, 

execution of 

simulation 

complete 

modeling, 

execution of 

simulation 

interpretatio

n of 

simulation 

results and 

visualization 

  

（（GG44））   

Research Subjects 2013 2014 2015 2016 2017 
2018 

(-March) 

4. Disaster education materials based on research findings are developed and 

utilized 

      

4-1 Supplement and Develop disaster preparedness education program 

contents using project output. 

      

 [Development of the effective and understandable education materials using 

project outputs] 

      

 [Supplement Disaster education programs at schools, hospitals and public 

buildings] 

      

 [Creating contents using research visuals]       

 [Dissemination of research visuals via project member’s institution]       

       

4-2 Making effective collaboration of media and academics       

 [Organization of the Media Science Cafe]       

 [Develop broadcasting contents to introduce the project]       

 [broadcasting project PR video through internet, TV]       
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4. Disaster education materials based on research findings are developed and 

utilized 

      

4-1 Supplement and Develop disaster preparedness education program 

contents using project output. 

      

 [Development of the effective and understandable education materials using 

project outputs] 

      

 [Supplement Disaster education programs at schools, hospitals and public 

buildings] 

      

 [Creating contents using research visuals]       

 [Dissemination of research visuals via project member’s institution]       

       

4-2 Making effective collaboration of media and academics       

 [Organization of the Media Science Cafe]       

 [Develop broadcasting contents to introduce the project]       

 [broadcasting project PR video through internet, TV]       
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[support to prepare TV documentaries to introduce TV project]       

       

4-3 Introducing project output to the local community       

 [support local community to organize seminar to introduce 

earthquake/tsunami and disaster education studies] 

      

 [Contribution to the Earthquake/Tsunami related study Symposiums]       

 [Investigation seismic risks of the region and feedback]       
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